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文部科学省 科学技術・学術政策研究所 第 2研究グループ 

要旨 

科学技術・学術政策研究所（NISTEP）では、文部科学省の「科学技術イノベーション政策に

おける『政策のための科学』」（SciREX）推進事業の一環として、エビデンスに基づく科学技術イ

ノベーション政策の基礎となるデータ・情報基盤の構築とその活用促進に取り組んでいる。本報

告書は、2019年度から 2022年度を中心にそれらの進捗と検討結果をとりまとめたものである。 

データ・情報基盤の活用促進の取り組みとして、NISTEPが 2013年度から開催してきた「関

係機関ネットワーク会合」は、我が国の主要な研究ファンディング機関の専門家等による会合で、

2021年 2月に最終回を開催した。コロナ禍の影響を含め、相互に各機関の状況を紹介し、情報を

共有した。また、e-CSTI に関して内閣府から情報提供を受けた。 

NISTEPは、科学技術白書に記されたテキスト情報を検索や、科学技術に関する政策・施策の

動向を調べることが可能な検索ツールである「科学技術白書検索」を 2019年 11 月に公開し、科

学技術基本計画などの政策文書を検索するシステムである「科学技術基本政策文書検索」として

2021年 7月に公開した。一方、内閣府から 2016年 5月に公開された「行政事業レビューに基づ

く科学技術関係予算」は、政府の科学技術関連の事業が全て網羅されたもので、1000 件を超える

事業レベルのデータが提供されている。これらを用いて、事業レベル、担当する府省庁レベルで

試行的に分析した。 

科学技術についての将来予測調査である「デルファイ調査」を検索するシステム「デルファイ

調査検索」を 2013年 9 月に公開し、その後も改訂している。課題を類似度順に並べる手法を従

来法と比較し、現在実装している「分散表現」が優れていることが分かった。 
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ABSTRACT  

As part of the Science for RE-designing Science, Technology and Innovation 

Policy (SciREX) program of the Ministry of Education, Culture, Sports, 

Science and Technology, the National Institute of Science and Technology 

Policy (NISTEP) has been facilitating development and use of data and 

information infrastructure that serves as the base for evidence-based science, 

technology and innovation policy. As a measure to facilitate the use, issues 

and difficulties regarding data and information contributing to the science, 

technology and innovation policy have been investigated. This report 

summarizes the progress and results of those efforts, mainly from FY2019 to 

FY2022.  

As an initiative to promote the utilization of data and information 

infrastructure, the "Related Institutions Network Meeting" by experts from 

major research funding institutions in Japan started in 2013, and the final 

meeting was held in February 2021. We introduced the situation of each 

institution to each other, including the impact of the corona disaster, and 

shared information. We also received information from the Cabinet Office 

regarding e-CSTI.  

In November 2019, NISTEP released the “Science and Technology White 

Paper Search'', a search tool that allows users to search for text information 

written in white papers on science and technology and to investigate trends in 

policies and measures related to science and technology. In July 2021, it was 

released as the “Science and Technology Basic Policy Document Search,” a 

system for searching policy documents such as the Basic Technology Plan. On 

the other hand, the “Science and Technology Budget Based on the 

Administrative Project Review” released by the Cabinet Office in May 2016 

covers all government projects related to science and technology. And more 

than 1,000 project-level data are provided. Using these, a trial analysis was 

conducted at the project level and the level of the ministries and agencies in 

charge.  

In September 2013, the system "Delphi Survey Search" for searching 

"Delphi Survey", which is a future prediction survey on science and technology, 

was released and has been revised since then. We compared the method of 

arranging issues in order of degree of similarity with the conventional method 

and found that the currently implemented "distributed representation" is 

superior. 
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1. 背景と目的

科学技術・学術政策研究所（以下、NISTEP）では、文部科学省「科学技術イノベーショ

ン政策における『政策のための科学』推進事業」（SciREX）の一環として、「科学技術イノ

ベーション政策に関係するデータ・情報基盤の構築とその活用」を総合的に推進している。

「データ・情報基盤の構築」は、『政策のための科学』に資するデータ・情報基盤を構築・

公開するとともに、その活用を促進することが目的であり、SciREX 推進事業全体と同様に、

2011 年度に開始し、2015 年度まで第 1 期として実施し続いて、2016 年度から第 2 期を開

始し、2020 年度に終了した。これに引き続き、2021 年度から 2025 年度までの予定で第３

期を実施している。 

2019 年 4 月にデータ・情報基盤構築の実施状況を報告（以下、「NN24」と呼ぶ。） 1 し

たが、本報告では、NN24 以降の活動を中心に報告する。すなわち、2019 年度から 2022

年度の進捗を述べるとともに、その背景として、本事業開始以来の 10 年間の取組の概要に

ついても述べる。また、構築したデータベースや検索システムについて、その内容及び分

析例を紹介し、データ・情報基盤を構築・活用するための課題や問題点について検討した

結果を報告する。なお、本報告では構築したデータを使って試行的に分析しているが、こ

れは分析結果を政策に活かすといったことまでは意図しておらず、分析手法の紹介を目的

としたものである。 

2. 取組の概要

NISTEP がこれまで実施してきたデータ・情報基盤の構築の概要を以下の通り報告する。 

（１） データ・情報基盤の構築と公開

科学技術予算に関するデータベースや、科学技術白書の検索システム、科学技術基本

計画などの科学技術基本政策文書の検索システム、科学技術の将来予測調査であるデル

ファイ調査の検索システムなどのデータ・情報基盤を構築し、公開した。

（２）関係機関ネットワーク会合による検討 

 データ・情報基盤の構築を進める上で、ファンディング機関の果たすべき役割は大き

い。ファンディング機関が集まり情報を共有する目的で「関係機関ネットワーク会合」

を開催し、検討してきた。各機関からの状況説明など情報の共有を行うとともに、内閣

府から最新情報の提供も受けた。なお、平成 25 年度（2013 年度）から開催してきた本

「関係機関ネットワーク会合」は、令和 2 年度（2020 年度）をもって終了とした。  

（３）政府の科学技術政策に資するデータ・情報基盤の構築と分析 

1 科学技術・学術政策研究所 第 2 研究グループ, 「科学技術イノベーション政策の基礎となる

データ・情報基盤構築の進捗～政府の研究開発投資の分析に向けて～」,  NISTEP NOTE（政

策のための科学） No.24, 2019 年 4 月 
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政府から開示された科学技術政策関連の各種情報を収集・整理し、科学技術政策のエビ

デンスとなるデータ・情報基盤として活用するための検討を行うとともに、それらのデー

タを試行的に分析した。

3. NISTEP が公開したデータ・情報基盤構築の概観

 本章では、政府の科学技術・イノベーション政策に資するデータ・情報基盤の構築につ

いて、NISTEP が構築し、公開したデータベースを図 3-1 に基づいて紹介する。NISTEP

が実施した事業を赤色の矢印で示し、構築したデータ・情報基盤を赤色枠の項目で示した。

青色は、政府等が実施した背景となる項目である。 

3.1 科学技術予算に関するデータベース 

（１）資源配分データベース  

NISTEP では政府の予算配分は、政策立案を考えるうえで貴重なエビデンスであると考

えこれについて調査してきた。2013 年 11 月、公開可能な範囲の予算関連のデータを報告

書 2 としてまとめた。そのデータを「NISTEP 資源配分データベース」3 として公開し、

「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」が公開（2018 年 5 月）される 2017 年度

まで更新してきた。 

NISTEP 資源配分データベースは公開されている科学技術関係の予算で具体的には、以

下のとおりの項目に整理し、公開している。 

A01 科学技術関係経費の合計（白書ベース）、 

B01 当初・補正予算別の科学技術関係経費、 

B02 一般会計における科学技術振興費とそれ以外、 

B03 会計別の科学技術関係経費、 

C01 省庁別の科学技術関係経費、 

D01 交付方式別の（一般会計）科学技術振興費等、 

D02 省庁別・科目別の（一般会計）科学技術振興費等、 

D03 省庁別・事項別の（一般会計）科学技術振興費等、 

E01 使途別の（一般会計）科学技術振興費等、 

F01 所管機関別の科学技術関係経費、 

G01 参考：分野別の科学技術関係経費（2001〜2010 年度）、 

H01 OECD 経済社会目的別の政府研究開発支出

2 科学技術政策研究所 第 3 調査研究グループ, 「科学技術イノベーション政策における資源配

分データベースの構築」,  NISTEP NOTE（政策のための科学） No.9, 2013 年 11 月 
3 NISTEP 資源配分データベースは以下の科学技術白書検索／関連データの中にある。

https://www.nistep.go.jp/research-scisip-whitepaper-search 
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図 3-1 データ・情報基盤の構築事業におけるデータベース構築の足跡 

 

(注)  NISTEP が実施した事業を赤色の矢印で示し、構築したデータ・情報基盤を赤色

枠の項目で示した。青色は、政府等が実施した背景となる項目である。 

3



（２）科学技術予算に関する事業レベルのデータを用いた試行的分析 

資源配分データベースのデータは、科学技術関係予算の総額や各省庁別の予算額の推移

など、政府および OECD のマクロなデータである。しかし、政策策定は、特定の分野や事

業への予算配分のレベルで行われることが多く、科学技術予算の分析には事業レベルのデ

ータが必要であると考えられる。 
科学技術関係予算については、2004 年度から 2015 年度までは「独立行政法人、国立大

学法人等の科学技術関係活動の把握・所見とりまとめ」4 があったが、これは、政府が科学

技術関係の予算を把握するための資料であり、予算の詳細な分類等については各省庁のデ

ータにばらつきがあるため、確実な予算のデータとして利用するには不十分な点も見られ

た。 

一方、2018 年 5 月に公開された「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」5 は、

内閣府が中心となり、科学技術関係予算に含める事業についての判断基準を明確にしたう

えで、「行政事業レビューシート」を分類し、科学技術関係予算を集計したものである。こ

れにより、政府の科学技術予算すべてを対象に、同一の基準で蓄積したデータを用いた事

業レベルでの分析が初めて可能となった。 

なお、この元となる「行政事業レビュー」6 は、国の約 5,000 のすべての事業について

「PDCA サイクル」7 が機能するよう、各府省が点検・見直しを行うためのものである8 。 

NISTEP では「独立行政法人、国立大学法人等の科学技術関係活動の把握・所見とりまと

め」及び「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」を基に試行的分析を行ってとり

 
4 独立行政法人、国立大学法人等の科学技術関係活動の把握・所見とりまとめ； 

https://www8.cao.go.jp/cstp/budget/trimatome.html 

独立行政法人、国立大学法人等の活動成果である論文数や特許件数などの各種指標を調査・分析

し、科学技術基本計画との整合性などについて所見を述べる取組を 2005（H17）年度より実施

している。 
5 科学技術関係予算の集計に向けた行政事業レビューシートの分類について；

https://www8.cao.go.jp/cstp/budget/2018shukei.html 
6 行政事業レビュー； https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/index.html 
7 PDCA サイクル； Plan（計画の立案）– Do（事業の実施）– Check（事業の効果の点検）– Action

（改善）のサイクル 
8 2008 年、自民党が行政改革を進める基礎資料として「事業シート」を作ったのを端緒とし、

現在まで「行政事業レビューシート」と名を変え、継続的に作成されている。2014 年には、内

閣官房からエクセルでデータベース化したものが公表されている。2019 年 7 月には「行政事業

レビュー」に基づいて国の予算や事業を検索できる検索サイト「JUDGIT！」が構想日本から公

開されている。JUDGIT； https://judgit.net/about； 政策シンクタンク 構想日本、日本大

学文理学部情報科学科 尾上洋介研究室、Visualizing.JP、ジャーナリズム NGO ワセダクロニ

クル、による共同運営で、事務局は、構想日本内にある。 

4



まとめ 9（ 以下、「NN23」と呼ぶ。）、NN23 及び NN24 で報告している。本報告でも第 5

章で紹介する。 

 

3.2 科学技術施策・事業に関するデータベース 

（１）重要施策データベース 

政府の予算に関するデータとして上記の通り、資源配分データベースを構築したが、そ

の予算によって、実施された施策は科学技術白書に記載される。そこで科学技術白書から

重要な施策を抽出してリストアップし、整理して上記、資源配分データベースと同じく 2013

年 11 月、報告書 10 としてまとめ、そのデータを「NISTEP 重要施策データベース」11 と

して公開した。その機能を拡張して、事業を年版順に並べて概観するグラフ（Step 状に並

べた「Stepmap」）を作成した。その一例を図 3-2 に示す。なお、「NISTEP 重要施策デー

タベース」は現在も毎年更新している。 

 

 

 

 

 

 

 

、 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 ライフサイエンス分野における重要施策の変遷 - Stepmap – 

 

 
9 科学技術・学術政策研究所 第 2 研究グループ, 「科学技術イノベーション政策の基礎となるデー

タ・情報基盤構築の推進及び今後の方向性～ファンディング関連データを中心として～」, NISTEP 

NOTE（政策のための科学） No.23, 2017 年 11 月 
10 科学技術政策研究所 第 3 調査研究グループ, 「科学技術イノベーション政策における重要施

策データベースの構築」,  NISTEP NOTE（政策のための科学） No.8, 2013 年 11 月 

11 NISTEP 重要施策データベースは以下の科学技術白書検索／関連データの中にある。

https://www.nistep.go.jp/research-scisip-whitepaper-search 
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（２）科学技術・イノベーション白書検索 

「重要施策データベース」の基となる「科学技術白書」は、昭和 33（1958）年に開始さ

れた後、継続的に公開され、令和 2（2020）年に「科学技術・イノベーション白書」と名

称が変更されている。現在、文部科学省のサイトから公開されている12。本報告では、両者

を合わせて「白書」という。 

重要施策データベースは、重要とみなす基準を設けて事業を選択しているため、掲載さ

れない項目も多い。一方、白書は冒頭に「この文書は、科学技術・イノベーション基本法

（平成 7 年法律第 130 号）第 11 条の規定に基づき、科学技術・イノベーション創出の振興

に関して講じた施策について報告を行うものである。」との記述がある。このように、白書

は政府の科学技術に関する施策が網羅的に記載されていると考えられ、白書全体を対象に

検索する必要性は高いと判断した。そこで、「科学技術・イノベーション白書検索」のシス

テムを構築し、公開した。白書検索の機能と分析事例を本報告の第 5 章で紹介する。なお、

この内容は既に STI Horizon でも紹介 13 している。 

 

3.3 科学技術基本政策文書に関するデータベース 

（１）NISTEP 基本政策系列データベース 

政府の科学技術政策については、1995 年度に「科学技術基本法」が制定され、その翌年

から 5 年ごとに「科学技術基本計画」が制定されることにより、政府の科学技術政策の方

針が示されている。「科学技術基本計画」が制定される以前は、科学技術政策の方針は科学

技術会議の「答申」によって示されていた。また、2013 年度からは「科学技術イノベーシ

ョン総合戦略」が毎年制定されるようになった。これは 2018 年度に、「統合イノベーショ

ン戦略」に名称が改まるが、これらの「戦略」は毎年制定されているため、「科学技術基本

計画」に比べてその年度の目標が、きめ細かく設定できるようになった。NISTEP では、「科

学技術基本計画」、その前身である科学技術会議の「答申」、及び、「科学技術イノベーショ

ン総合戦略」とその後継の「統合イノベーション戦略」について、統一の軸で概観し、

「NISTEP 基本政策系列データベース」としてデータベースの形でまとめた。2015 年度か

ら公開を開始し、その後、毎年更新している。 

 

（２）科学技術基本政策文書検索 

現在の科学技術に関する基本政策は、2021 年度から施行されている「科学技術・イノベ

ーション基本法」（それまでは「科学技術基本法」として 1996 年から 2020 年度まで施行さ

れていた）のもとに、「科学技術・イノベーション基本計画」、及び「統合イノベーション

戦略」が策定され、推進されている。NISTEP では、これらの政策文書の相互の関連や、

 
12 科学技術白書;； https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/kagaku.htm 
13 岸本晃彦, 富澤宏之, STI Horizon 2020 Vol6, No3, 「科学技術白書検索システムの紹介」  
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時系列的な動向を把握するために、科学技術基本政策に関する文書を収録し、文書の全文

を検索できるシステムを「科学技術基本政策文書検索」として 2021 年 7 月から公開してい

る。 

 

3.4 科学技術予測に関するデータベース 

（１）デルファイ調査検索 

「デルファイ調査」とは、科学技術の将来展望に関するアンケート調査である。今後 30

年間で実現が期待される科学技術等の実現時期や重要性などについて、専門家が予測して

いる。調査は 1971 年から 2019 年まで 5 年ごとに 11 回実施した。 

従来は紙媒体の報告書によって公開するだけであったが、2013 年 9 月に全ての調査結果

をキーワード等によって検索できるシステムを構築し、「デルファイ調査検索」として公開

した 14。新たに調査結果が出された 2017 年 3 月（第 10 回まで）、2019 年 12 月（第 11 回

まで）にはデータを更新し、また、2021 年 1 月、2023 年 3 月に機能を追加している。 

  

 
14 デルファイ調査検索； https://www.nistep.go.jp/research/scisip/delphisearch 
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4. 関係機関ネットワーク会合による検討 

4.1 関係機関ネットワーク会合の体制 

（１）関係機関ネットワーク会合の経緯 
「科学技術イノベーション政策における『政策のための科学』」推進事業は 2011 年度に

開始され、その一環として「データ・情報基盤の構築」を NISTEP が担当することとなっ

た。「データ・情報基盤の構築」の推進に当たり、ファンディング機関が政府の科学技術予

算の配分において重要であると考えた。そこで、ファンディング関係機関間で情報を交換

し、課題を共有することから始めるべきだと考えて、2013 年度から「関係機関連絡会」を

開始した。次年度から「関係機関ネットワーク会合」と名称を変更し、2020 年度の会合を

もって終了した。 

関係機関ネットワーク会合の足跡をその背景とともに図 4-1 に示した。この図には 2011

年度から 1 年ごとに示されているが、2016 年度までの活動については NN23 で、2017 年

度と 2018 年度については NN24 で報告している。まず、全体を通しての開催状況は、2013

年度 3 回、14 年度 4 回、15 年度 3 回、16 年度 3 回、17 年度 3 回、18 年度 1 回、20 年度

1 回であり、全体を合計すると 18 回となる。最後の開催日 2021 年 2 月 19 日をもって、関

係機関ネットワーク会合を終了した。また、図 4-1 において、関係機関ネットワークの中で

実施した項目について、今回報告する項目を赤色の矢印と赤色枠で示し、過去に実施した

項目を褐色で示した。青色は、背景となる項目を示している。 

最終回の詳細な内容は 5.2 で報告するが、関係機関ネットワーク会合全体を通じての主な

検討項目は以下のとおりである。 

 

① 各機関のデータ整備・活用の取り組みについての発表・情報共有 

関係機関ネットワーク会合の活動の１つは、「各機関間の情報・意識の共有を図る」こと

であり、この目的は、設立当初から継続している。今回の会合では、関係機関ネットワー

ク会合のメンバーの方々に、会合に先立ってアンケートをお願いし、「①効果を把握するた

めのデータの活用」の項目として各機関に聞いている。 

 

② データの共有・連携の検討 

ネットワーク会合設立当初は、各機関でばらばらだったデータを、同じ基準で取得した

い、連携し、共有したい、という共通の目的があり、その実現について継続的に議論して

きた。図 4-1 に関係機関ネットワーク会合の足跡を記す。 
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図 4-1 関係機関ネットワーク会合の足跡 

(注) 今回報告する項目を赤色の矢印と赤色枠で示し、過去に実施した項目を褐色で示し

た。青色は、背景となる項目を示している。 
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「統合イノベーション戦略」においてデータ・情報基盤の位置づけが鮮明になり、「エビ

デンスに基づく政策立案」のデータ共有プラットフォームとして、エビデンスシステム、

すなわち、e-CSTI 15 が構想されるとともに、実現への工程が示された。これが 2020 年 3

月に関係府省庁へ開示、7 月に国立大学・研究開発法人等への利用開始、9 月に一般公開へ

と続くプロセスであり、図 4-1 に示す通り、実現されている。こういった背景から、今回の

アンケートに、「②e-CSTI の活用状況」を加えた。 

 

③ 体系的番号 

政府の研究開発投資について、その効果を示すエビデンスが重要であるとの問題意識に

基づいて研究ファンディングの情報を論文データと結びつけるための「体系的番号」を

NISTEP が提案した。この「体系的番号」は、研究者が論文の謝辞に論文著者が受給した 

研究費や、資金配分制度を同定できる「体系的番号」を明記することをルール化する仕組

みである。これにより、研究活動のアウトプット側の情報である、論文のデータベースの

なかに研究ファンディングについての情報、すなわち、インプット側の情報が含まれるよ

うになる。そのため、研究成果が研究投資にフィードバックでき、研究の把握・分析の進

展が期待される。関係機関ネットワーク会合に参加している各機関は、成果論文を独自の

ルールで整理している。これを本関係機関ネットワークでその方法を相互に紹介し、「体系

的番号」に期待される効果等について議論した。 

「体系的番号」については、ネットワーク会合での議論の後、文部科学省、内閣府での

検討を経て、2020 年 1 月に内閣府から方針が示された。16 その後、「体系的番号」の一覧

を NISTEP のホームページから 2020 年 9 月に公開し、2021 年 8 月、2022 年 10 月、2023

年 7 月に更新している。 

 

（２）関係機関ネットワーク会合の参加機関、参加者について 

2013 年度に関係機関連絡会を開始した当初からこれまでの参加機関、参加者については

NN23 と NN24 で報告したので、本報告では今回の 2020 年度の活動を中心に報告する。

関係機関ネットワーク会合の参加機関と参加メンバーを表 4-1 に示す。 

  

 
15 e-CSTI； https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/index.html 

Evidence data platform constructed by Council for Science, Technology and Innovation  

 e-CSTI は、(1) 科学技術関係予算の見える化、(2) 国立大学・研究開発法人等の研究力の見える化、(3) 大

学・研究開発法人等の外部資金・寄付金獲得の見える化、(4) 人材育成に係る産業界ニーズの見える化、お

よび (5) 地域における大学等の目指すべきビジョンの見える化の 5 つの機能から構成されている。 

16 論文謝辞等における研究費に係る体系的番号の記載について（令和２年１月１４日） 競争的研究費に

関する関係府省連絡会申し合わせ； https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/taikeitekibango.pdf 
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表 4-1 関係機関ネットワーク会合の参加機関と参加メンバー（ 2020 年度） 

 

参加機関 参加メンバー 

国立研究開発法人 日本医療研究開発機構 

(AMED) 

研究開発統括推進室 次長 

釜井 宏行 

独立行政法人日本学術振興会 

（JSPS）  

経営企画部 経営企画課長 

小西 倫子 

国立研究開発法人 科学技術振興機構 

（JST） 

情報基盤事業部長 

中島 律子 

国立研究開発法人 科学技術振興機構 

（JST/CRDS） 

研究開発戦略センター（CRDS）フェロー 

小山田 和仁 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術 

総合研究機構 

（NARO、農研機構） 

生物系特定産業技術研究支援センター  

(生研支援センター) 企画課長 

浅野 昌江 

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術 

総合開発機構 

（NEDO） 

総務部 総務課長 （兼）管理課長、 

経営企画室長、業務改善推進室長 

綾 良輔 

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 

（NIAD-QE） 

評価事業部 参事 

三田 洋介 

国立研究開発法人 情報通信研究機構 

（NICT） 

経営企画部長 

安井 元昭 

国立情報学研究所 

（NII） 

学術基盤推進部学術コンテンツ課 副課長 

片岡 真 

独立行政法人経済産業研究所 

（RIETI） 

研究員 

池内 健太 
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4.2 関係機関ネットワーク会合で議論した内容 

関係機関ネットワーク会合で議論した内容は以下の通りである。すなわち、 
（１）データ・情報基盤に関する NISTEP からの報告 

（２）内閣府からの e-CSTI に関する情報提供 

（３）各機関の状況の情報共有 

事前に以下の 4項目についてアンケートを取り、当日、議論した。 

①効果を把握するためのデータの活用、②e-CSTI の活用状況、 

③定量データや指標が研究活動を歪める恐れ、④コロナ禍による変化 
（４）その他 

以下、それぞれの項目について紹介する。 

 
（１）データ・情報基盤に関する NISTEP からの報告 

NISTEP から以下の通り説明した。すなわち、政策立案に資する基盤整備、及び総合的

利用の推進の概要について付録 1 に基づいて紹介した。「体系的番号」の提案と普及促進活

動については、政府全体として「体系的番号」の付与が制度化されたこと、NISTEP のホ

ームページに掲載されることが正式に決まったことなどを紹介した。 

 また、「科学技術・イノベーション基本計画について（答申素案）（概要）」に基づいて説

明した（付録 2）。 

 
（２）内閣府からの e-CSTI に関する情報提供 

① e-CSTI の取組に関する概要説明 

e-CSTI を通じた EBPM 17 等の推進に係る取組について内閣府から付録 3 に基づいて、

以下の通り説明があった。すなわち、政策立案・法人経営の高度化を期待するとともに、

マクロの状況からミクロの状況まで掘り下げて分析データを共有できるプラットフォーム

として、エビデンスシステム（e-CSTI）を構築した。2020 年 3 月に e-CSTI 分析機能を関

係省庁へ、7 月末に国立大学・研究開発法人等への利用を開始し、2020 年 9 月 1 日、一般

公開サイトを立ち上げた。 

e-CSTI の分析は以下の通り、大きく 5 つある。 

・ 科学技術関係予算の見える化  

・ 国立大学・研究開発法人等の研究力の見える化  

・ 大学・研究開発法人等の外部資金・寄付金獲得の見える化  

・ 人材育成に係る産業界ニーズの見える化  

・ 地域における大学等の目指すべきビジョンの見える化 である。 

② 科学技術関係予算の見える化 

 
17 EBPM：Evidence-based Policy Making、証拠に基づく政策立案 
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科学技術関係予算の見える化については、科学技術予算、行政事業レビューで従来から

進めてきたが、これらに記載されている、目的・事業概要と、第 5 期基本計画、及び、統

合イノベーション戦略に関連の深い関係各省の事業を、類似度を比較することで見える化

した。 

③ 国立大学・研究開発法人等の研究力の見える化 

国立大学・研究開発法人等の研究力の見える化について、競争的資金については e-Rad

に集約されている。国立大学・研究開発法人等に関して、内閣府が独自に、運営費交付金

について調査している。また、論文生産については、科学技術論文に関するデータベース

である WoS（Web of Science）、Scopus、Dimensions を活用し、データを繋げた。 

④ 大学・研究開発法人等の外部資金・寄付金獲得の見える化 

大学・研究開発法人等の外部資金・寄付金獲得の見える化については、財務諸表から確

認し、可視化した。外部資金については、科研費の間接経費は大学での差は小さいが、他

の資金は大学により大きく異なる。 

⑤ 人材育成に係る産業界ニーズの見える化 

人材育成に係る産業界ニーズの見える化については、社会人の職種などのデータと、仕

事にやりがいを持っているかといったアンケート結果とを比較したデータなどがある。高

等専門学校・学卒・修士・博士といった学歴にかかわらず、出身分野と業務の関連度が高

いと、仕事のやりがいが高いなどの傾向がみられた。博士を出ても給与が少ないといった、

一般論への反証となるエビデンスも確認できた。 

 
（３）各機関の状況の情報提供 

① JST（国立研究開発法人科学技術振興機構：Japan Science and Technology） 

 JST では、2013 年からオープンアクセスポリシー、2017 年からはこれを拡張したオー

プンサイエンスポリシーを策定している。このうち、オープンアクセスの進捗状況につい

ては、定期的に調査を行っており、JST の研究課題の下で行われた研究の成果論文の出版

数およびオープンアクセス数の把握に取り組んでいる。具体的には、研究者からの成果報

告や、CHORUS（https://dashboard.chorusaccess.org/jst#/summary : Crossref データ利

用)、WoS 等を使用しているが、これらの正確性向上のため、投稿時のメタデータ入力方法

など、研究者への情報提供も行っている。 苦労している点は、ファンド情報が謝辞にはあ

るが投稿時にメタデータとして入力されないためデータとして把握できない、研究者が報

告したい成果と、外部情報サービスにおける論文情報として流通している成果に差がある

こと、等である。 

CHORUS という仕組みは CrossrefDOI を利用していることから、主に海外の商用出版

社で出された論文による成果を表していると言える。これを JST のファンディング部門に

研究者から報告された情報の一部と見比べてみた。その結果、CHORUS で捕捉できている

のは全体の 1/3 程度であることが分かった。本来捕捉できるはずのデータがメタデータ欠損

等で捕捉できていないものが 1/3、残りの 1/3 は、研究者が自身の成果だと思って報告する

ものと外部で流通する論文から捕捉できる情報がそもそも異なるらしいということがわか
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ってきた。成果を表す際、データの見方によって違ってくる、という結果であり、「体系的

番号」の捕捉率などとも関連があり、注視していきたい。 

個別課題の評価については、サイトビジットや対面などに依っており、単純な論文数、

被引用数、IF（インパクトファクター：Impact Factor）、Science や Nature などの著名雑

誌への掲載数では行っていない。これは、ライデン声明の趣旨と同じ方向であり、JST は

単に研究補助金を渡しているだけではなく、研究者を支援するという立場であることを示

している。 

一方、評価を定量的に成果として提示すること、投資に対する効果を図ることについて

は苦慮してきた。指標について次期科学技術・イノベーション基本計画の動きにも注目し

ている。 

② NEDO（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構：New Energy and 

Industrial Technology Development Organization） 

NEDO では、プロジェクトの各種データを活用できる現在のシステムに、公募プロセス

の入口のシステムを合わせて統合的に管理するシステムの構築を目指している。このシス

テムはこれから構築しようとしているものである。申請については、従来の方式、あるい

は経産省の補助金の電子申請システム jGrants を想定している。e-Rad も将来、活用するこ

とを目指している。 

ハイリスクのプロジェクトの割合を少しでも多くすることを目指して、技術開発リスク

が極めて高い一方で成功した場合の経済・社会に及ぼす効果が極めて大きい非連続ナショ

ナルプロジェクトにつながる技術テーマの割合を組織目標に掲げるなどして、確実に成果

をあげるため堅実な研究に偏ることなくプロジェクトを運営している。 

③ NII（国立情報学研究所：National Institute of Informatics） 

NII では今後、オープンサイエンスの重要性が高まるにつれて、論文の引用度だけでなく、

アクセスログで測ることが重要になってくるという認識がある。社会へのインパクトを適

切にみて、研究評価へのフィードバックに役立てるため、NII の検索基盤ではデータ・情報

を取得している。これらはオープンサイエンスを進め、データや研究者の活用を強化して

いく上で重要になると考えている。 

現状では、ベースとなるガイドラインや法的整備があまり進んでいない。それは、法令

の前提となる状況が変わり続けていることと、省庁によりガイドラインが少しずつ異なっ

ていること、さらに EU が定める GDPR（一般データ保護規則：General Data Protection 

Regulation）では、日本の国外にデータを出すことが厳しくなっていることなどがある。 

④ RIETI（独立行政法人経済産業研究所：The Research Institute of Economy, Trade and 

Industry） 

RIETI では経産省の政策が中心だが、EBPM に資する調査研究も進めており、EBPM ユ

ニットを 2018 年に設立した。RIETI は政策を研究する機関であり、以前から EBPM を扱

ってきたが、EBPM ユニットは、文科省の SciREX と NISTEP のデータ・情報基盤の位置

づけに似ており、経産省に EBPM の部門ができた際、カウンターパートして RIETI にも設

立されたものである。一般的な調査研究は研究者の興味に従って研究を進め、発表の段階

で行政官との交流があるが、EBPM ユニットでは、共進化プロジェクトの形態をとり、テ

ーマ設定の最初の段階から担当の行政官と共同で、二人三脚で進めている。 
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（４）コロナ禍に関する各機関の状況についての情報共有 

各機関とも、ファンディング自体はコロナ禍でもそれほど変わらないが、オンライン化、

電子化などでポジティブな変化があったようである。具体的なメリットとしては、海外在

住者を含めたミーティングの障壁が下がり、国際的、地理的距離に関係なく、連携による

課題発見や発想の展開が加速される可能性があるとのことであった。 

一方、研究活動に支障が生じる、博士号の取得が遅れる、予定していた海外渡航を実施

できないといったことが問題点として把握されているとのことであった。 

NEDO から、短信レポート「コロナ禍後の社会変化と期待されるイノベーション像」が

NEDO のサイトで公開されているとの紹介があった 18 。また、JST/CRDS から、アイル

ランドでは、コロナ対応に対する研究を集める際に、ワンストップで集め、そこから振り

分けるといったことを実験的に実施しているといった例が「OECD STI Outlook 2021」に

あるとの紹介があった 19 。 

 
（５）閉会 

本会合は、ファンディング機関がボトムアップで集まり、政策に向けたデータ・情報の

活用について議論してきた。今回 18 回目の開催をもって終了するが、別途、ファンディン

グ機関間の会合も開催され、内閣府では本格的にデータ基盤の整備を進めるといった動き

につながっており、本会合は発展的に解消したといえよう。 

  

 
18 https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101323.html 
19  OECD Science, Technology and Innovation Outlook 2021: Times of Crisis and 

Opportunity, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/75f79015-en 
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5. 政府の科学技術政策に資するデータ・情報基盤の構築と分析 

政府から開示された科学技術政策関連の各種情報を収集・整理し、科学技術政策のエ

ビデンスとなるデータ・情報基盤として活用するための検討を行うとともに、それらの

データを試行的に分析した。以下では、このデータの概要と指向的分析の結果について

述べるとともに、既に公開した白書検索を始めとする検索システムの具体的な使用例を

紹介する。 

科学技術イノベーション政策は、「政策策定」から「予算配分」、「施策の実施」への流れ

として捉えることができる。「政策策定」は「科学技術・イノベーション基本計画」や「統

合イノベーション戦略」等に科学技術の基本的な政策文書として記載される。本報告では

これらを「科学技術基本政策文書」と呼ぶことにする。政策策定によって配分された科学

技術関係の予算は、以前から、事業の公募情報などとして公開されているが、最近では「行

政事業レビューに基づく科学技術関係予算」に全事業が掲載されるようになった。さらに、

実施した施策については、「科学技術・イノベーション白書」に記載されている。また、科

学技術に関する将来予測については、NISTEP が行ったアンケート調査の結果が「デルフ

ァイ調査」として蓄積されている。 

NISTEP では、第 3 章で述べたように、これら「科学技術・イノベーション白書」、「科

学技術基本政策文書」、「デルファイ調査」に対してその検索システムを構築し、公開した

（図 5-1）。以下、5.1 節で「科学技術・イノベーション白書検索」、5.2 節で「科学技術基本

政策文書検索」について分析例を示しながら紹介する。「行政事業レビューに基づく科学技

術関係予算」には事業レベルの記載があるので 5.3 節では事業レベルでの分析を紹介する。

担当省庁を加えた分析を 5.4 節で紹介した後、5.5 節で「デルファイ調査検索」について紹

介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 NISTEP のデータ・情報基盤  
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5.1 科学技術・イノベーション白書検索 

実施された施策が記載されている「科学技術・イノベーション白書」（以下、適宜「白書」

と略記する。）について述べる。NISTEP は、この白書の検索を容易にする、「科学技術白

書検索」システム（適宜、「白書検索」と略記する。）を 2019 年の 11 月に公開した。 

この節では、この白書検索システムの構成を紹介した後、「白書検索」を使って「感染症」

について分析した例を用いて、具体的な検索方法などの使い方を紹介する。 

白書検索システムの概要図を図 5-2 に示す。白書検索や検索結果を詳細にみる「検索・閲

覧」の部分と、トップページにも掲載しているキーワードマップや、後で紹介するフリー

ワード出現回数分析などの「分析ツール」の部分を備えている。本「白書検索システム」

には、その語句の一部が含まれていれば、検出できる「部分一致検索」と、その語句その

ものではないが、それに近い個所を検索する「あいまい検索」の両者を備えていることが

大きな特徴である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 科学技術白書検索システムの概要図  

 

（１）白書から事業を抽出：「感染症」に関する事業の抽出 

「白書」はその冒頭にもあるように「科学技術・イノベーション創出の振興に関して講

じた施策」が報告されている。したがって、「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」

（適宜、「科学技術予算」と略記する。）に記載される「事業」の情報も含まれていると考

えられる。なお、「科学技術予算」に記載される「事業」には、名称、予算額、担当省庁・

機関等が明示されているが、「白書」にはそのような詳細な記載が期待されているわけでは

ない。ここでは、「感染症」という具体的な語句を用いて、「白書」から「事業」の抽出を

試みた。その手順を紹介することで、「白書検索」での検索方法を紹介する。 
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具体的に「感染症」で検索した例を図 5-3 に示す。検索語句を「感染症」として 2023 年

版までの全白書を対象に「部分一致検索」を選択し、ヒットした 517 件の結果を年版の新

しい順に並べている。検索語句の「感染症」が青くハイライトで表示されている。「感染症」

の近くを見ると、「感染症研究国際展開戦略プログラム」、あるいは「感染症研究革新イニ

シアティブ」といった、「感染症」を含む、事業、施策がみられる。また、事業名に「感染

症」は含まないけれども、近くに「感染症」の語句があるために抽出された「地球規模課

題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）」、「戦略的国際共同研究プログラム

（「SICORP」）」など、「感染症」に関連する政府の事業、施策も「部分一致検索」で抽出で

きていることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 「感染症」の検索結果画面（一部のみ）  
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「感染症」の語句で、白書内を検索して得られた事業、施策のリストを表 5-1 に示す。「新

型コロナウイルス感染症」に関わる事業については、以下の（３）で記述するとしてここ

では令和元（2019）年版までを対象に６つのカテゴリーに分けた。「新興・再興感染症研究

拠点形成」、「感染症研究国際ネットワーク推進」、「感染症研究国際展開戦略」の３つの「感

染症」関連プログラムを（１）、「地球規模課題対応・国際共同研究」を（２）、「感染症」

関連の施策を（３）とし、以下、（４）を「エイズ」関連の施策、（５）を「がん」関連の

施策、（６）をその他の関連施策とした。青色のセルは、部分一致検索で出現した事業・施

策である。オレンジ色のセルは、「あいまい検索」だけでしかヒットしなかった事業であり、

「がん」や「難病克服」といった「感染症」とは若干異なる事業となっている。また、事

業・施策の名称には、「プログラム」、「プロジェクト」、「戦略」、「イニシアティブ」といっ

た、事業や施策を特徴づける語句が含まれているので、これらを検索語句として検索すれ

ば事業や施策を抽出することができると推察される。白書には、事業の名称や内容が記載

されることは多い。一方、予算については、「競争的資金総括表」などで記載されてはいる

が、一般的には「白書」に記載されることは極めて稀である。しかし、事業の規模を知る

には予算の情報が不可欠である。そこで、例として（１）の 3 件のプログラムについて「白

書」以外の公開情報から予算の状況を調べた。 

 

表 5-1 「感染症」で白書を検索して得られた事業・施策のリスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：令和元（2019）年版までの白書を対象 
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ここに挙げた 3 件のプログラムは、すでに中間報告、事後評価が公開されているので、

その情報を表 5-2 に転記した。最初に、「新興・再興感染症研究拠点形成」プログラムが 2005

年度から 5 年間実施され、その後、「感染症研究国際ネットワーク推進」、「感染症研究国際

展開戦略」のプログラムへと切れ目なく継承されている。 

この予算の推移と白書の記述との対比を見るために、2023 年版までの白書において「感

染症」の語句が出現する頻度を調べ、その結果を図 5-4 に棒グラフとして示した。2002 年

に SARS が発生した後、「感染症」の出現頻度は増え続け、2006 年版と 2010 年版に 2 つの

ピークを持つゆるやかな山型になっている。2015年版には SARSの特集が掲載されたので、

オレンジ色で示される「施策編以外」の出現回数が増えている。2019 年末に発生した「新

型コロナウイルス感染症」の影響でこれを記した 2020 年版から出現頻度が激増している。 

 

表 5-2 「感染症研究の拠点形成・ネットワーク・国際展開」の各プログラムの 

期間と予算の推移  

単位：億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 「感染症」の出現頻度分布  

 

表 5-2 に示した 3 件の感染症関連のプログラムの予算の推移と、図 5-4 の「感染症」の出

現頻度とを比較すると、2005 年度から 5 年間続く最初の「新興・再興感染症研究拠点形成」
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プログラムの 5 年間の予算の平均は 25 億円と他と比べて多い。その時期の出現頻度は、40

～50 回程度と高い頻度で推移している。次の「感染症研究国際ネットワーク推進プログラ

ム」では 5 年間の予算の平均は 18 億円と 7 億円減っていると同時に、出現頻度も減少傾向

にある。2015 年度から 2019 年度までの「感染症研究国際展開戦略プロジェクト」では、5

年間の平均予算が 22 億円に持ち直しているとともに、出現頻度も底を打ち、減少に歯止め

がかかっている。このように、予算の増減と出現頻度の増減がかなり対応していることが

分かる。 

さらに「新型コロナウイルス感染症」の影響を詳しく見るために、2023 年版までの白書

全体の中で「感染症」の語句を部分一致検索して得られた 517 件についてエクセルファイ

ルの形でダウンロードした。このなかで「コロナ」を検索語句として検索すると、「コロナ」

の語句を含む 168 件が得られた。これを年版ごとに施策編か否かに分けて「感染症」の出

現頻度を示したものが図 5-5 である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5 「感染症」のなかの「コロナ」の出現頻度分布 

 

 

表 5-3 「感染症」517 件のなかで「コロナ」で検索した 168 件の内訳 
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表 5-3 は、上記「コロナ」でヒットした 168 件の内訳である。白書検索では、表などの

画像データについてもテキスト化して検索している。コロナ関連で抽出した語句を調べる

と「新型コロナウイルス感染症」が 106 件（64%）で圧倒的に多かった。「新型コロナ」に

ウイルス、治療薬、ワクチン、感染拡大といった語句を伴うものが 34 件（20％）、「コロナ

後」なども含めた「ウィズ/ポストコロナ時代」関連が 16 件（10％）、「コロナ禍」が 7 件

（4％）、太陽のコロナなど無関係な「その他」が 3 件（2％）あった。 

2023 年版までの白書全体の中で「感染症」の語句を部分一致検索して得られた 517 件全

体についてどのような語句が使われているかを「キーワードマップ」で見た（図 5-6）。 

「感染症」の出現頻度分布はすでに図 5-4 に示しているが、「新型コロナウイルス感染症」

が記述されているのは、2020 年版から 2023 年版の 4 年間の白書である。この間の「感染

症」の出現頻度の平均は、年 103 回である。キーワードマップでは、年版ごとに表示でき

るので、この間、どのような語句がよく見られたかを知ることができる。そこで、「新型コ

ロナウイルス感染症」が発生した 2019 年の後、白書に初めて記載された 2020 年版のキー

ワードマップを図 5-7 に示す。この 4 年間のキーワードマップで、字が大きく表示されて

いる出現頻度の高く特徴的な語句は、「新型コロナウイルス感染症」、「研究 DX」、「日本医

療研究開発機構」などであり、事業名では「革新的先端研究開発支援事業」が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6 2023 年版までの全白書を対象に検索した「感染症」のキーワードマップ 
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図 5-7 「新型コロナウイルス感染症」が初めて現れた 

2020 年版白書のキーワードマップ 

 

さらに図 5-4 を遡ってみてみると、2002 年に発生した SARS が白書に初めて記載された

2004 年版に出現頻度が倍増し、その後、緩やかな増減を繰り返しながら 2019 年版まで推

移していることが分かる。2004 年版の白書のキーワードマップを図 5-8 に示す。 

2004 年版から 2019 年版までの 16 年間の白書における「感染症」の出現頻度の平均は、

年 38 回である。この間、よく現れた特徴的な語句は、「SARS」の他に「新興」、「再興感染

症」、「地球規模」といった語句である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-8 「SARS」が初めて現れた 2004 年版白書のキーワードマップ 
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「SARS」が現れる前の 1962 年版から 2003 年版までに「感染症」が出現した年版数は

16 回で、この間の「感染症」の出現頻度の平均は、年 6 回である。よく現れた特徴的な語

句は、「HIV」、「エイズ」、「ペニシリン」、「ウイルス感染症」などであった。 

 

（２）「事業」が「科学技術予算」にあるかを「感染症」で確認 

白書で「感染症」を検索したときに、「事業」の名称も検出されたがその他に「プログラ

ム」、「プロジェクト」、「戦略」、「イニシアティブ」といった「事業」を特徴づける語句が

事業名に含まれていた。そこでこれらの事業に特徴的な語句を使って、白書に記載されて

いる事業を抽出する。そして、それらが「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」

にあるかどうかを調べる。逆に、「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」に記載さ

れている事業が白書に有るかどうかを検索して調べ、白書と事業との対応関係を調べる。 

そこで、まず、表 5-1 に示した白書から抽出した「感染症」事業のなかで、予算にも掲載

されている事業を調べた。その結果を表 5-4 に示す。まず、白書からの事業の抽出方法を再

確認する。まず「事業」、「プロジェクト」などの事業を示す「特徴語」を部分一致検索で

抽出し、広い範囲から集めるという観点から、これに「あいまい検索」の結果を加え、最

終的に手作業で選択した。これを青色のセルで示す。部分一致検索では抽出されず、「あい

まい検索」だけから抽出されたものから手作業で選択したものはオレンジ色のセルで示し

ている。カテゴリー分けについては、（１）から（３）までのものは明確に「感染症」の事

業とみなせるものである。（４）はエイズであり「感染症」と多少関連するが、（５）の「が

ん」と（６）の「その他」については、「感染症」との関係はかなり薄くなっている。これ

ら（５）（６）については「あいまい検索」だけで抽出されたものが多くなっている。 

事業を示す特徴語があるものは白書に記載された「感染症」22 件全体のなかの 13 件であ

ったが、「感染症」の事業である（１）から（３）に限ると、11 件中 8 件、73%と概ねカバ

ーできており、特徴語による検索は「感染症」の事業の抽出にかなり有効であると言える。 

逆に、予算に記載されている事業がこの表にどの程度あるかを調べた。白書に記載され

た事業名は、包括的な名称を使うこともあるので、関連していても予算に記載された個々

の事業名とは一致しない場合もある。このような場合は△で示している。例えば、白書で

みられた「エイズ・肝炎・新興再興感染症研究」は、予算ではそれぞれ３つに分かれ「エ

イズ対策実用化研究事業」、「肝炎等克服実用化研究事業」、「新興再興感染症に対する革新

的医薬品等開発推進研究事業」となっている。これを踏まえて、全 22 件のうち、特徴語の

なかったものは 9 件であった。この 9 件のなかで、白書に記載された事業名と予算に記載

された事業名が一致したものが 2 件あった。△で示された一致しないが関連するものは 4

件であった。また、白書にはあったが予算にはなかった事業が 3 件あった。 

「感染症」と明確にみなせる（１）から（３）については、全 11 件のうち、予算にある

ものが 7 件、64%であった。△で示した関連するものが 1 件であった。特徴語との関係で

は、8 件中 7 件が予算に明確に事業名が記載されおり、相関が高いことがわかる。 
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表 5-4 事業の特徴を示す語句で白書を検索して抽出した「感染症」事業リストに対し

「科学技術予算」にも掲載されている事業について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-5 事業の特徴を示す語句で白書を検索して得られた事業が科学技術予算にも出現

した事業   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、「事業」、「プログラム」、「プロジェクト」、「戦略」、「イニシアティブ」などの事業

を示す特徴語で白書を検索して事業を抽出し、科学技術予算にその事業が掲載されたかを

調べ表 5-5 に示した。これらの事業が白書に掲載されたのはそれぞれ 57, 56, 25, 21, 4 件で

事業の総計は 163 件であった。この 163 件なかで、科学技術予算にも掲載されていた事業

は 87 件で 53％であった。 

逆に、2016 年度の予算に掲載されていた事業は 277 件であった。この 277 件の事業につ

いて白書に掲載されたものを調べると 143 件、52％であった。結果を表 5-6 に示す。 

特徴語 白書全体の数
科学技術予算に

有ったもの
事業 57 32

プログラム 56 35
プロジェクト 25 11

戦略 21 8
イニシアティブ 4 1

計 163 87
比率 - 53%

（１）「感染症研究の国際的な拠点形成・ネットワーク・展開」事業 特徴語有 予算に有 特徴語無 予算に有 備考
「新興・再興感染症研究拠点形成プログラム」 1 〇
「感染症研究国際ネットワーク推進プログラム」 1 〇
「感染症研究国際展開戦略プログラム 1 〇
（２）地球規模課題対応・国際共同研究
「戦略的国際共同研究プログラム」（SICORP） 1 〇
「地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム」（SATREPS） 1 〇
「地球規模課題対応国際科学技術協力」 1 〇
（３）「感染症」関連の施策
「感染症研究革新イニシアティブ」 1 〇
「科学技術連携施策群」8つのテーマ（新興・再興感染症） 1 △ 新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研究事業
「安全に資する科学技術推進戦略」 1 ×
「ナショナルバイオリソースプロジェクト」 1 〇
厚生労働科学研究費補助金 1 〇
（４）「エイズ」関連の施策
「エイズ問題総合対策大綱」 1 ×

エイズ対策実用化研究事業
肝炎等克服実用化研究事業
新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研究事業

（５）「がん」関連の施策
「がん克服新10か年戦略」 1 ×
「対がん10ヵ年総合戦略」 1 ×
「がん研究10か年戦略」（平成26年3月31日決定） 1 ×
「がん対策基本法」（平成18年法律第98号） 1 ×
「がん対策推進基本計画」（平成24年6月閣議決定） 1 ×
「第3次がん総合戦略研究」 1 ×
（６）その他の関連施策
「ヒトゲノム・再生医療等研究」 1 △ 再生医療・遺伝子治療の産業化に向けた基盤技術開発事業
「循環器疾患等生活習慣病対策総合研究」 1 △ 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策実用化研究事業

戦略推進部　難病研究課
難治性疾患実用化研究事業

13 7～8 9 2～6 法律、大綱、計画、戦略　関連は科学技術予算にはない。

△1「エイズ・肝炎・新興再興感染症研究」

「難病克服プロジェクト」 1 △
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表 5-6 科学技術予算にあるすべての事業について白書内を検索して出現した事業 

 

 

 

 

 

 

（３）「新型コロナウイルス感染症」関連の事業等 

 上記（１）では、「感染症」の語句で白書全体に対して「部分一致検索」を行って 517

件を抽出し、その結果をエクセルファイルとしてダウンロードし、そのなかで「コロナ」

の語句で検索した 168 件について議論したものである。ここでは、「コロナ」の語句で白書

全体に対して検索した結果を示す。 

「部分一致検索」では検索結果が時系列に並んでいたが、「あいまい検索」では、関連性

の高い順に並ぶので「部分一致検索」よりも目的の案件を見つけやすいという利点がある

と考えられる。そこで、「コロナ」の語句で「あいまい検索」を実施し、その結果を図 5-9

に示す。検索結果の 2 番目、第 3 番目には「新型コロナウイルス感染症に関する研究開発

について」がヒットしており、これらは事業全体に関して、予算額まで記載されている表

なので、これら 2 件について以下に示す。 

まず、政府の対策の全体像が分かるものを図 5-10 に示す。これは、内閣府から令和 2 年

4 月 7 日に出されたもので、題名は「新型コロナウイルス感染症対策に係る研究開発等につ

いて（健康・医療戦略関係）」であり、総計は 751 億円である。全体は大きく 3 つに分かれ

ており、①研究開発：423 億円、（内訳は治療法・ワクチン開発と機器・システム開発）、②

環境整備等：83 億円、③国際関連：140 億円である。 

次に、令和 2 年 3 月 10 日に出された「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）などの

新興感染症に関する研究開発」を図 5-11 に示す。図 5-10 の総額 751 億円の施策の第 1 弾

として、診断法、治療法、ワクチンの開発の総額 20.3 億円が計上されている。第 2 弾は、

「新興感染症流行に即刻対応できる研究開発プラットフォームの構築」関連で、総額 31.1

億円となっている。以上 2 件が「あいまい検索」の第 3 位、第 2 位の内容である。このよ

うに、「あいまい検索」で事業の全体像が検索の最初の方にヒットしていることが示された。 

以下、「あいまい検索」100 件の検索結果から、治療薬、ワクチン関連のものを 2 件記す。

すなわち、「現在開発中の主な新型コロナウイルス治療薬」(令和 4 年 4 月 1 日)を表 5-7 に、

「コロナワクチン開発の進捗状況（国内開発）＜主なもの＞」を表 5-8 に示す。 

表 5-7 の「現在開発中の主な新型コロナウイルス治療薬」では、抗ウイルス薬として、初

めて申請する薬品の他に、既存のインフルエンザ治療薬である「アビガン錠」や、寄生虫

薬としてすでに承認を受けている「イベルメクチン」を「新型コロナウイルス感染症」に

科学技術予算にあるすべて
の事業数

白書に有ったもの

277 143
- 52%
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対しても使えるようにする申請もあった。表 5-8 では国内開発の主なワクチン 5 件につい

て令和 4 年 5 月 10 日時点での「コロナワクチン開発の進捗状況」を記している。 

表 5-9 は新型コロナウイルス感染症に関連する事業とは異なるが、本報告書の 5.5 節で紹

介する「デルファイ調査検索」に関連するものなので、参考として紹介する。「デルファイ

調査」は通常 5 年ごとに調査するが、「新型コロナウイルスの感染拡大」によって、これま

での将来予測が早まるかどうかについて調査し、結果を比較したものである。対象とした

科学技術には、テレワークが働き手の生産性に影響するかを見るモニタリング技術などが

あり、仕事・働き方、健康危機管理において、「新型コロナウイルスの感染拡大」の影響で、

2.0 年から 2.7 年ほど早まると予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-9 「コロナ」の語句で「あいまい検索」した結果 
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図 5-10 新型コロナウイルス感染症対策に係る研究開発について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-11 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）などの新興感染症に関する研究開発 
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表 5-7 「現在開発中の主な新型コロナウイルス治療薬」(令和 4 年 4 月 1 日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-8 「コロナワクチン開発の進捗状況（国内開発）＜主なもの＞」 
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表 5-9 【参考】 新型コロナウイルスの感染拡大を経て社会的実現時期が早まると 

された科学技術の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）まとめ 

① 「科学技術白書検索システム」を用いて「感染症」に関する事業を抽出した。「感染症」

の事業として（１）「感染症研究の拠点形成・ネットワーク・国際展開」の３プログラムが

あった。また、（２）「地球規模課題対応・国際共同研究」、（３）「感染症」関連の施策が見

られ、その他「エイズ」「がん」等も見られた。 

②「感染症研究の拠点形成・ネットワーク・国際展開」の３プログラムの予算推移と、白

書における 「感染症」の出現頻度を比較し、予算の大小が、出現頻度の増減に対応してい

ることが分かった。 

② 各事業が、白書にあるか否かを調べた結果、科学技術予算の事業の半数が白書に記載

されていることが分かった。 

④ コロナ関連では「新型コロナウイルス感染症」が 64%と圧倒的に多く、「新型コロナ」

を含む語句が 20%、その他「ウィズ/ポストコロナ」、「コロナ禍」などが見られた。 

⑤「新型コロナウイルス感染症」関連の事業では、政府の予算総計 751 億円の全体像や、

治療薬の具体例、ワクチン開発の進捗状況も示されていた。 

⑥「デルファイ調査検索」に関連して、今回の新型コロナウイルスの感染拡大によって、

これまでの将来予測が早まるかどうかについて調査し結果も示され、コロナ禍の影響で、

2.0 年から 2.7 年ほど早まると予測されている。 
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5.2 科学技術基本政策文書検索 

本節では「科学技術・イノベーション基本計画」、「統合イノベーション戦略」といった

「科学技術基本政策文書」を比較し、試行的な分析を通して「科学技術基本政策文書検索」

の使い方を紹介する。 

（１） 科学技術基本政策文書の概要と変遷 

2021 年度には、「科学技術基本法」が 25 年ぶりに「科学技術・イノベーション基本法」

に改正され、この基本法に準拠して「第 6 期科学技術・イノベーション基本計画」が策定

され、さらにその基本計画に準拠して「統合イノベーション戦略 2021」が策定された。 

このような日本の科学技術基本政策に関する政策文書が大きく刷新されたこの時期に、

NISTEP は、科学技術基本政策に関する文書の検索システム「科学技術基本政策文書検索」

を構築し、2021 年 7 月、公開した 21 。収録した「基本政策文書」には、科学技術基本計

画の前身で 1960 年から出されていた科学技術会議の「答申」も含んでおり、1958 年版か

ら収録されている「科学技術白書」に匹敵する長期にわたる年度の「政策文書」を網羅し

ている。本節ではこの「科学技術基本政策文書検索システム」を用いて、「科学技術・イノ

ベーション基本計画」、「統合イノベーション戦略」における政府の科学技術施策の変遷を

見た後、構成、内容を比較する。これを通して「科学技術基本政策文書検索」の使い方を

紹介する。図 5-12 は本報告で扱う「科学技術基本政策文書」の内容を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 5-12 科学技術基本政策文書で扱う文書の内容  

 
21  科学技術基本政策文書検索は以下の科学技術白書検索／関連データの中にある。

https://www.nistep.go.jp/research-scisip-whitepaper-search 

31



「科学技術基本政策文書」の施行時期をこの図 5-13 に示す。「科学技術基本法」は 1996

年から施行され、同時に「第 1 期科学技術基本計画」が開始された。「科学技術基本計画」

の前身である科学技術会議の「答申」は 1960 年から 1992 年まで、計 6 件出されている。

2013 年度に策定された「科学技術イノベーション総合戦略」は、「イノベーション」という

語句が初めて題名に取り入れられた「基本政策文書」である。2018 年、「統合イノベーショ

ン戦略」と名称が改まった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-13 科学技術基本政策文書の施行時期 

 

（２）科学技術基本政策の構成と文科省が担当する項目 

表 5-10 は「科学技術基本政策文書」の「基本計画」と「戦略」の構成の変遷を示したも

のである。全体を第 6 期（2021 - 2025）の「基本計画」に記された大枠で色分けしている。

すなわち、オレンジ色は「持続可能で強靭な社会」、青色は「研究力の強化」、緑色は「推

進体制の強化」として色分けした。第 5 期（2016 - 2020）及び、第 4 期（2011 - 2015）の

基本計画については、概ねこの順に構成されていることが分かる。一方、2013 年度に策定

された「科学技術イノベーション総合戦略」は、その時期に施行されている「第 4 期基本

計画」の構成とは異なり、「科学技術イノベーション立国を目指して、課題に取り組み、適

した環境を創出する」、という流れの構成になっている。その後、「第 5 期基本計画」が出

されて「戦略」は「基本計画」に準拠した構成になったが、2018 年、「統合イノベーション

戦略」と名称が改まったときには、「知の源泉、知の創造、知の社会実装、国際展開」、と

いう新たな流れの構成になっている。 

2021 年度から施行された「第 6 期基本計画」とこれに準拠した「戦略 2021」について、

表 5-10 に両者の構成の対応状況を示している。 
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表 5-10 科学技術基本政策文書の構成の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-11 第 6 期科学技術・イノベーション基本計画と統合イノベーション戦略 2021 の

各章節の項目 
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「第 6 期科学技術・イノベーション基本計画」、および「統合イノベーション戦略 2021」

の文書では、章節の項目の中で実施する個々の細目について担当省庁が記載されるととも

に、担当する省庁が複数の場合には、新たに、主担当となる省庁が下線で示されるように

なった。担当省庁の記載自体は 2013 年の最初の「戦略」から始まっているが、2021 年度

のこの 2 つの文書では、主担当の省庁が明記されることにより、各細目に対する省庁の関

与がより一層明確になっている。 

そこで、第 6 期基本計画と戦略 2021 について、担当省庁の記載されている細目を章節の

項目ごとに調査した。担当省庁として文科省を例に挙げ、表 5-11 に示した各章節の項目に

ついて、文科省が主担当となる細目の件数と、主担当ではないが関与し、担当している件

数、および文科省が担当していないその他の件数を図 5-14 に示した。 

 

 

図 5-14 第 6 期基本計画と戦略 2021 における文科省の主担当細目と関与細目 

 

第 6 期基本計画では、担当の省庁が記載されている細目の件数は 205 件、戦略 2021 では

658 件であった。両者を同じ図に表示して比較するために、それぞれの文書において各章節

の項目に現れた文科省担当の細目の件数を、それぞれの文書の総数（205 件と 658 件）で

割った比率で示した。それぞれの文書の件数を知る目安を比率の左側に示した。この図を

見ると、戦略 2021 では「分野別戦略」と「司令塔」の項目に担当省庁の記載があるが、第

6 期計画にはないことが分かる。そのためこれ以外の多くの項目で第 6 期基本計画の比率が
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戦略 2021 の比率を上回っている。文科省の担当する比率の多い項目は、「卓越研究」、「新

研究システム」、「大学改革」、「人材育成」であり、「研究力の強化」の大枠のなかの項目で

ある。主担当細目は各項目の約 7 割（65～80％）、関与細目を加えると約 9 割（87～100％）

に達している。 

 

（３） 「人材」での検索結果の文書ごとの出現頻度解析とキーワードマップ分析 

図 5-14 で文科省担当の多い人材育成に注目し、文書検索システムを用いて「人材」をキ

ーワードとして検索した。すなわち、答申、基本法、基本計画、戦略、それぞれの種類の

文書について「人材」の語句が出現する回数を年度別にカウントし、「人材」出現回数分布

として図 5-15 に示した。また、ヒットした文章の「人材」の語句の前後をみて、「人材」

を含む特徴的な語句を抽出し、出現頻度を調べ、表 5-12 に示した。 

図 5-16 から図 5-19 は「人材」に関するキーワードマップを示している。キーワードマ

ップでは、人材でヒットした文章に現れた語句について、出現する頻度と特殊性を考慮し

て順位付けをし、文字の大きさを決めている。全文書を対象とした「人材」のキーワード

マップ（図 5-16）では人材が最も大きく、人材活用等、育成、イノベーションといった語

句が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-15 文書検索システムによる全文書を対象とした「人材」の出現回数分布 
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表 5-12 「人材」で検索し文書ごとに人材を含む語句が出現した頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「イノベーション」は人材とは別に検索した結果を示す。青色のセルは初めて文書に現れた時期を示す。

緑色のセルはイノベーションが政策文書に初めて出現した時期を示す。灰色の行は法律関係の文書を示す。 

図 5-17 に示す科学技術会議の答申 1 号（1960 年）では「養成」がかなり大きく表示さ

れているが、これは表 5-12 の「人材養成」として古い年代に多いものであり、2013 年以降

見られなくなっている。また、答申 1 号で大きく記された「技能者」の語句も答申 1 号以

外のキーワードマップには見当たらない。表 5-12 で第 1 期基本計画と第 5 期基本計画を比

較すると、「人材」の出現頻度が 27 件から 146 件に激増している。この状況は、キーワー

ドマップにもその差が顕著に表れている。すなわち 、図 5-18 に示す第 1 期基本計画（1996

～2000 年度）と、図 5-19 に示す第 5 期基本計画（2016～2020 年度）を比較すると、第 5

期には中央に大きく「人材」の語句が見られるが、第 1 期では「外部人材」などの小さな

文字になっている。また、第 5 期基本計画にはベンチャー企業やイノベーションを含む語

句が大きく記載されている。表 5-12 で「イノベーション人材」という形の語句は 2015 年

から初めて政策文書に出現するが、イノベーションの語句が初めて政策文書に現れるのは

2006 年からの第 3 期基本計画である。  

検索した語句 人材 人材育成 人材養成 人材流動 人材交流

イノベー

ション

人材

【参考】

イノベー

ション

博士人材 IT人材

全文書に出現した件数 1591 210 34 33 10 29 2451 20 20

答申1号(1960年) 33 0 8 0 0 0 0 0 0

答申5号(1971年) 47 0 5 0 1 0 0 0 0

答申6号(1977年) 31 0 0 0 1 0 0 0 0

答申11号(1984年) 21 0 0 0 0 0 0 0 0

答申12号(1985年) 3 0 0 0 0 0 0 0 0

答申18号(1992年) 24 0 3 0 0 0 0 0 0

科学技術基本法(1995年) 1 0 0 0 0 0 0 0 0

第1期 科学技術基本計画(1996～2000年度) 27 0 1 0 0 0 0 0 0

第2期 科学技術基本計画(2001～2005年度) 50 0 4 0 2 0 0 0 0

第3期 科学技術基本計画(2006～2010年度) 93 20 2 0 0 0 35 0 0

第4期 科学技術基本計画(2011～2015年度) 83 13 11 0 2 0 132 0 0

科学技術イノベーション総合戦略 2013 38 3 0 2 1 0 198 0 0

科学技術イノベーション総合戦略 2014 71 9 0 0 0 0 304 2 0

科学技術イノベーション総合戦略 2015 109 14 0 3 0 2 170 1 0

第5期 科学技術基本計画(2016～2020年度) 146 7 0 0 1 7 224 4 0

科学技術イノベーション総合戦略 2016 150 23 0 3 1 4 188 5 0

科学技術イノベーション総合戦略 2017 193 35 0 4 1 4 253 4 0

研究開発力強化法(2018年) 17 0 0 0 0 0 17 0 0

統合イノベーション戦略 2018 126 24 0 9 0 0 263 0 19

イノベーション活性化法(2018年) 20 0 0 0 0 0 47 0 0

統合イノベーション戦略 2019 110 21 0 7 0 1 183 0 1

科学技術・イノベーション基本法(2020年) 8 0 0 0 0 0 48 0 0

改正イノベーション活性化法(2020年) 20 0 0 0 0 0 51 0 0

統合イノベーション戦略 2020 170 41 0 5 0 11 338 4 0
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重要度； 人材：25.4, 大学：13.1, イノベーション：9.2, 推進：8.3 

図 5-16 全文書を対象とした「人材」のキーワードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答申 1 号の件数/全体の件数 

技能者 ：    12 件/15 件 

養成  ：    20 件/129 件 

図 5-17 科学技術会議の答申１号(1960 年)を対象とした「人材」のキーワードマップ 
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図 5-18 第 1 期基本計画（1996～2000 年度）における「人材」のキーワードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-19 第 5 期基本計画(2016～2020 年度) における「人材」のキーワードマップ 

人材の出現件数 

1 期計画：5 期計画 

単独では 15 件：104 件 

合成語含 27 件：158 件 

5 期におけるベンチャー企業の件数 

5 期計画の件数/全体の件数 

ベンチャー企業：32 件/115 件 
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（４）まとめ 

① 科学技術基本政策文書検索に収録した文書の変遷について紹介した。最新の基本計画

と戦略では、「持続可能で強靭な社会」、「研究力の強化」、「推進体制の強化」に分類でき、

この構成で変遷を概観できる。「研究力の強化」の分野で文科省の主担当が 7割強、関与を

含めると 9割強であった。 

② 「人材」を例に本文書検索を用いて政策文書を試行的に分析した。キーワード出現回

数分析、キーワードマップを紹介した。「イノベーション」の出現より遅れて、「イノベー

ション人材」の語句が出現するなどの具体例を紹介した。 
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5.3 科学技術予算の事業レベルでの分析 

（１）データの公開状況 

科学技術政策の策定のためには、政府の研究開発投資の投資効果を知ることが重要であ

る。科学技術関係予算は、事業、プロジェクトなどにブレークダウンされて実施される。

アウトプットのひとつとして、論文が出され、その謝辞にプロジェクト名が記載されるこ

とがある 22 。こういった情報をフィードバックし、有効に活用するためには、科学技術関

係予算を事業レベルで把握することが必要である。 

NN24 にも示したが、科学技術関係予算を把握するために必要なデータの公開状況をここ

に示す。従来から、科学技術関係予算は公開されているが、総額の記載しかなく、事業レ

ベルのデータは公開されていなかった。2004（H16）年度の 100 件程度の制度レベルのデ

ータが、「独立行政法人、国立大学法人等の科学技術関係活動の把握・所見とりまとめ」 23 

（以下、「把握・初見とりまとめ」という。）として公開され、プロジェクト資金の分析が

できるようになった 。しかし、「把握・初見とりまとめ」は、各省庁で、ばらつきがあり、

データの漏れが問題となっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-20 科学技術関係予算を把握するために必要なデータの公開状況について  

 
22  論文謝辞等における研究費に係る体系的課題番号（政策研究のためのデータ・情報基盤）

https://www.nistep.go.jp/research/scisip/data-and-information-infrastructure 
23  https://www8.cao.go.jp/cstp/budget/trimatome.html 
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（２）「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」の公開状況と予算の分布 

2016 年 5 月、内閣府から、「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」が公開され

た。科学技術関係予算を把握するために必要なデータの公開状況について図 5-20 に示す。 

「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」には、政府の科学技術に関するすべて

の事業が網羅され 1000 件を超える事業レベルのデータが記載されている。したがって 

政府の科学技術関係の予算を把握する上で、極めて貴重なデータと考えられる。 

次に「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」の件数と予算額の頻度分布を図 5-21

に示す。縦軸は、事業の予算を領域に分け、対数で示している。件数の分布をみると、１

億円から 3 億円あたりの事業が最も多く図 5-21（a）に示す通り正規分布をしている。一方、

予算額の分布（図 5-21（b））は、高額の事業ほどその予算領域の金額が多く、低額の事業

の予算領域へ裾を引く形になっている。全体で 1000 件程度なので、100 億円以上の事業は、

5％、50 件程度である。したがって 50 件の事業を検討することにより、全体予算の 75％が

把握できることをこの図は示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （a）予算規模別の件数の頻度分布     （b）予算規模別の予算額の頻度分布 

図 5-21 「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」（2016 年度）の件数（1176 件）

と予算額（3 兆 4179 億円）の頻度分布 

 

次に、各省について件数と予算額を述べる。全府省庁のなかで「行政事業レビューに基

づく科学技術関係予算」が最も多い文科省の予算は、2 兆 600 億円、全体の実に 6 割を占

める。特に 1000 億以上の予算は全て文科省である（図 5-22）。 

全ての府省庁の「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」の件数と予算額、及び

統計量を表 5-13 に示す。文科省に続いて予算額が多いのは経産省で、5900 億円、全体の

17％である。厚労省、内閣府はいずれも 1300 億円、4％程度である。この４つの府省で全

体の 85％を占めている。 
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図 5-22 科学技術関係予算全体と文科省の件数と予算額の頻度分布（2016 年度） 

 

表 5-13 各府省の科学技術関係予算の件数、予算額と統計量（2016 年度） 
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この４府省の件数と予算額の頻度分布を図 5-23 に示す。これらの図では、件数と予算額

を一つの図の中に入れている。横軸は事業の予算額を領域に分けて、対数で示している。

各予算領域の件数の変化を棒グラフで示し、予算額の変化を折れ線グラフで示している。 

文科省は、高額の事業もあるが、低額の事業も多く、件数の頻度分布を示す棒グラフは、

幅の広い分布になっている。経産省は、低額の事業が少なく、幅の狭い、言い替えると比

較的、粒のそろった事業規模になっている。内閣府は 100 億以上の 5 つの事業が、内閣府

のほとんどの予算をカバーしている。厚労省は、低額の事業が多くなっているが、これは

他の多くの省庁にも見られる傾向である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-23 全体予算の 85%を占める 4府省の件数と予算額の頻度分布（2016 年度） 

 

（３）プロジェクト予算と基盤的経費 

以上、「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」について、予算規模と省庁ごとの

予算分布をみてきた。次に、その予算の内容について考察するために、まず、予算に記さ

れた事業について具体的に調査する。「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」には、

プロジェクトとして使用目的が特定される「プロジェクト予算」と、組織へ配分される「基

盤的経費」とが、区別されることなく、示されている。しかし、プロジェクトなどの個々

の「事業」を全体の「事業」のなかで議論するためには、事業とは直接関係しない「基盤

的経費」を除外して、事業予算の総額が全体の「プロジェクト予算」に相当する形で分析

することが必要であると考え、「プロジェクト予算」と「基盤的経費」とを分離する作業を

実施した。 
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まず、文科省と内閣府の 100 億以上の事業に着目して詳しく分析する。文科省の 100 億

以上の事業は 24 件で、文科省の予算の 92％を占めている。内閣府の 100 億以上の事業は 5

件で、これだけで内閣府の予算の 98％を占める（表 5-14）。この 29 件の予算総額は 2 兆

271 億円で全体予算 3 兆 4179 億円の約 6 割である。 

まず、この 29 件のそれぞれの事業について、「プロジェクト予算」か、「基盤的経費」か

を判断した。判断するための項目を表 5-15 に示した。 

すなわち、「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」にある項目の「事業の内容を

示す分類」、「使途別の分類」、「提案公募型」か否か、「競争的資金」か否かである。これに、

「把握・初見とりまとめ」に接続できたかを加えて、プロジェクト予算か、基盤的経費か

を判断した。 

 

 

表 5-14 文科省と内閣府の 100 億円以上の事業の件数と予算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-15 プロジェクト予算か基盤的経費かを判断するための項目 

 

 

 

 

 

 

 

  

 文科省の 100 億円以上の事業のなかで、その内容が７a、すなわち、運営交付金である事

業をリストアップしたものが表 5-16 である。項番は、文科省のなかで予算の大きい順につ

けている。項番が 9 番までで 8 件、項番が 23 番までで 13 件がここに挙げられており、金

額の大きな事業ほど、7_a の分類、すなわち運営費交付金、拠出金、分担金であることが分

かる。 

項目 件数 億円 ％ 備考

全体予算 1,176 34,179 100 2016年度

文科省 181 20,602 60 全体に対して

100億以上 24 18,983 92 文科省内

内閣府 26 1,314 7 全体に対して

100億以上 5 1,288 98 内閣府内
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表 5-16 文科省 100 億円以上で事業内容が 7a の事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算額の最も大きい事業は、国立大学の運営費交付金で、8110 億円である。次に私立大

学、宇宙航空研究開発機構（JAXA）、原子力機構の運営費交付金、と続く。これらは、基

盤的経費と判断し青色のセルで示している。一方、科学技術振興機構（JST）の運営費交付

金は、提案公募型で競争的資金であるなど、プロジェクト資金であることを示す項目があ

った。さらに、プロジェクト名を記載する欄に、未来社会創造事業、次世代人材育成事業

など、プロジェクト名が明記されていたので、運営費交付金であってもプロジェクト予算

と判断しオレンジ色で示した。 

事業内容が 1a の 1、すなわち、不確実性の高い研究開発、についてリストアップしたの

が表 5-17 である。これらは全てプロジェクト予算と判断した。最も大きいのが、科研費で、

2270 億円である。次に、国際宇宙ステーション開発に必要な経費、医療分野の研究開発の

推進、国際熱核融合実験炉計画の推進に必要な経費、地球観測衛星システムの開発に必要

な経費と続く。 
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表 5-17 文科省 100 億円以上で事業内容が 1a の事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文科省の 100 億円以上の事業の中で、事業内容が１a、７a 以外のすべての事業をリスト

アップしたのが表 5-18 である。使途別の分類が、2 の施設費のものは、基盤的経費とした。

具体的には、国立大学法人等文教施設費：330 億円と、大型放射光施設（SPring-8）及び X

線自由電子レーザー施設（SACLA）の整備・共用：150 億円、である。 

一方、提案公募型の博士課程教育リーディングプログラム：170 億円はプログラム名が明

示されているのでプロジェクト予算とした。また、革新的ハイパフォーマンス・コンピュ

ーティング・インフラ（HPCI）の構築：125 億円は把握・初見とりまとめに接続できたの

でプロジェクト予算とした。一方、「大強度陽子加速器施設（J-PARC）の設備・共用」は

事業名が整備・共用で基盤的経費とみなすこともできるが、使途別が 2 の施設・設備費で

はなく 4 のその他なので、基盤経費とは見なしにくく、判別しがたい事業であるが、ここ

では準プロジェクト予算とみなした。 

文科省の 100 億円以上の 24 の事業を、プロジェクト予算と基盤的経費に分類した結果が

表 5-19 である。プロジェクト予算は全体予算の 25％、基盤的経費は 75％となった。 
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表 5-18 文科省 100 億円以上で事業内容が 1a, 7a 以外の事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-19 文科省の 100 億円以上の 24 事業のプロジェクト予算と基盤的経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

  オレンジ色のセルはプロジェクト予算、青色のセルは基盤的経費 

項番 事業名
H28年度科技

予算（千円）
分類1 使途別

(1～4)
提案公

募型

競争的

資金

把握・所見

とりまとめ

PJ／

基盤

2 科学研究費助成事業 227,329,932 1_a_1 4 ○ ○ ○ PJ
6 国立研究開発法人科学技術振興機構運営費交付金に必要な経費 79,832,056 7_a_2 3 ○ ○ ○ PJ
8 国際宇宙ステーション開発に必要な経費 34,689,429 1_a_1 4 - - PJ
12 医療分野の研究開発の推進 28,840,500 1_a_1 4 - ○ ○ PJ
14 医療分野の研究開発の推進 24,841,346 1_a_1 4 - - ○ PJ
17 国立研究開発法人科学技術振興機構運営費交付金に必要な経費 21,056,317 7_a_2 3 ○ - ○ PJ
18 博士課程教育リーディングプログラム 17,005,028 5_c12_1 4 ○ - PJ
19 国際熱核融合実験炉計画の推進に必要な経費 15,947,115 1_a_1 4 - - PJ

21 革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（HPCI）の構

築
12,516,022 4_a1_3 4 - - ○ PJ

22 地球観測衛星システムの開発に必要な経費 12,353,125 1_a_1 4 - - PJ
24 大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）の整備・共用 10,441,487 4_a1_3 4 - - 準PJ

484,852,357 25%
1 国立大学法人運営費交付金に必要な経費 811,058,434 7_a_1 3 - - 基盤
3 私立大学等経常費補助 157,625,000 7_a_1 3 - - 基盤
4 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構運営費交付金に必要な経費 105,342,777 7_a_2 3 - - 基盤
5 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構運営費交付金に必要な経費 91,519,824 7_a_2 3 - - 基盤
7 国立研究開発法人理化学研究所運営費交付金に必要な経費 51,591,219 7_a_2 3 - - 基盤
9 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構運営費交付金に必要な経費 34,614,821 7_a_2 3 - - 基盤
10 国立大学法人等施設整備（文教施設費） 32,960,242 4_a12_2 2 - - 基盤
11 国立研究開発法人海洋研究開発機構運営費交付金に必要な経費 30,618,486 7_a_2 3 - - 基盤
13 独立行政法人日本学術振興会運営費交付金に必要な経費 26,708,591 7_a_2 3 - - 基盤
15 独立行政法人国立高等専門学校機構運営費交付金に必要な経費 22,175,999 7_a_1 3 - - 基盤
16 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構運営費交付金に必要な経費 21,557,994 7_a_2 3 - - 基盤

20 大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）及びＸ線自由電子レーザー施設（ＳＡ
ＣＬＡ）の整備・共用

15,656,383 4_a1_3 2 - - 基盤

23 国立研究開発法人物質・材料研究機構運営費交付金に必要な経費 12,020,623 7_a_2 3 - - 基盤
1,413,450,393 75%
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内閣府の 100 億円以上の事業についてもプロジェクト予算と基盤的経費に分類し、表

5-20 に示した。事業内容の分類が 1a1 の研究開発は、プロジェクト予算とし、使途別が 3

の運営費交付金は、基盤的経費とした。内閣府のプロジェクト予算には、「情報収集衛星の

研究・開発」（476 億円）、「戦略的イノベーション創造プログラム」：SIP（325 億円）、「科

学技術イノベーション創造推進費」（健康医療分野）：AMED（175 億円）、「実用準天頂衛

星システム事業の推進」（146 億円）といった事業がある。基盤的経費には、「沖縄科学技術

大学院大学（OIST）に必要な経費」（167 億円）がある。 

 

表 5-20 内閣府の 100 億円以上の事業のプロジェクト予算と基盤的経費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

プロジェクト予算と基盤的経費を分類してきたがその割合と分類の基準について図 5-24

で述べる。まず、文科省と内閣府の 100 億円以上の事業 29 件について、プロジェクト予算

と基盤的経費の割合は、プロジェクト予算 29％、基盤的経費 71％で、プロジェクト予算よ

り基盤的経費の方が多く、おおよそ、3 対 7 であった。 

分類の基準は、「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」の項目を中心に決定した。

すなわち、プロジェクト予算では、不確実性の高い研究開発（1a1）、使途別分類では、（4:

その他）、これに、「提案公募型」、「競争的資金」であること、さらに、プロジェクト名が

明記されていることも選定の基準とした。これに、「把握・初見とりまとめに接続済」であ

ることも考慮した。 

オレンジ色のセルはプロジェクト予算、青色のセルは基盤的経費 
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一方、基盤的経費は、運営費交付金（7a）、及び、使途別分類（1:人件費、2:設備費、3:

運営費交付金）を選定の基準とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-24 プロジェクト予算と基盤的経費の割合と分類の基準 

 

 

 

以上、2016 年度の「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」について、文科省と

内閣府の 100 億円以上の 29 の事業に限定して、「プロジェクト予算」と「基盤的経費」を

分類した。次に、いよいよ、「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」全府省庁、1307

件、総額 3.5 兆円を対象に「プロジェクト予算」と「基盤的経費」を分類基準に従って分類

する。各府省庁でまとめた結果を表 5-21 に示した。 

「プロジェクト予算」と「基盤的経費」とに分類できなかったものは敢えて分類せず「未

分類」として記載した。 

2016 年度の「行政事業レビューに基づく科学技術予算」全体の総額は 3.5 兆円、掲載さ

れている事業は 1307 件である。そのうち「プロジェクト予算」は 1.1 兆円（336 件）で全

体の 32%であった。一方、「基盤的経費」は 1.9 兆円（935 件）で 54%、「未分類」は 4800

億円（36 件）で 14%であった。 
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表 5-21 行政事業レビューに基づく科学技術関係予算の省庁別プロジェクト予算と基

盤的経費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常的経費と公募型研究費について JST/CRDS から「主要国の研究開発戦略」の資料に

複数の年度にわたり記載があり24、これに基づき、NISTEP が、推移を表 5-22 に、2014 年

度の科学技術関係予算の概要を図 5-25 に示した。NISTEP とは異なる機関が他の基準で振

り分けた場合と比較することは有意義であると考える。2016 年度について比較すると、

JST/CRDS では「公募型研究費」が 23.5%となっているが、NISTEP が先ほど示した個々

の事業の内容を検討して分類した「プロジェクト予算」では 31.4%と 8%ほど NISTEP の

方が大きくなっていることが分かる。これは、図 5-24 に示すように、「提案公募型」は「プ

ロジェクト予算」の一部であるが「使途別分類」なども参考にしているため NISTEP の方

が大きくなっていると考えられる。しかし、NISTEP の方法で分類すると、「未分類」が発

生するなど問題もあるため、分類の基準については今後、さらに検討していきたい。 

「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」は政府の科学技術に関するすべての事

業の予算が漏れなく記載されているが、比較的新しい 2016 年以降のデータが掲載されてい

る。一方、本委託事業先であるバイオインパクト社から公開している「日本の研究.com」

は、1964 年というかなり古い年度から収集され、95 万件のデータが掲載されている。これ

らのデータは、省庁ごとに分類され階層化されている。 

 
24 CRDS-FY2014-FR-01、CRDS-FY2015-FR-07、CRDS-FY2016-FR-07、

CRDS-FY2019-FR-02、CRDS-FY-2020-FR-05、CRDS-FY2021-FR-02 
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表 5-22 経常的経費と公募型研究費の推移 

（JST/CRDS の主要国の研究開発戦略からの引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-25 科学技術予算におけるプロジェクト予算と基盤的経費の概要  

 

 

（４）SIP などのプログラムについて 

次に、2016 年度の「戦略的イノベーション創造プログラム」（SIP：Cross-ministerial 

Strategic Innovation Promotion Program）に関する記載について分析し、表 5-23 に示す。

すなわち、①「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」（以下、「科学技術関係予算」

と呼ぶ。）、②「把握・初見とりまとめ」、及び③「日本の研究.com」の 3 種類のデータの接

続状況を調べた。①「科学技術関係予算」における SIP の予算は内閣府の予算として総額

325 億円だけの記載があった。一方、②「把握・初見とりまとめ」では、個々の事業につい

年度 2014 2015 2016 2019 2020 2021

総額（億円） 34,200 32,100 31,900 34,791 32,050 33,593

経常的経費（億円） 26,900 24,700 24,400 25,904 23,954 25,023

経常的経費比率（％） 78.7 76.9 76.5 74.5 74.7 74.5

公募型研究費（億円） 7,300 7,400 7,500 8,887 8,096 8,570

公募型研究費比率（％） 21.3 23.1 23.5 25.5 25.3 25.5
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ての記載があった。その中で SIP の予算は内閣府ではなく、JST（128 億円）と農研機構（38

億円）の予算として記載され、これを合わせた SIP の予算としては 166 億円であった。こ

れは、科学技術関係予算における SIP の予算 325 億円のほぼ半分にあたる。 

日本国内で研究されている研究課題や研究者についての国内最大級のデータベースサイ

トである③「日本の研究.com」によると、②「把握・初見とりまとめ」には記載されてい

なかった、NEDO の「次世代パワーエレクトロニクス」（21 億円）、JAMSTIC の「次世代

海洋資源調査技術」（46 億円）、内閣府の「自動走行（自動運転）システム SIP-adus」（21

億円）、「革新的設計生産技術」（22 億円）、「重要インフラ等におけるサイバーセキュリティ

の確保」（25 億円）、が記載され、③「日本の研究.com」に記載された SIP の総額は 324 億

円となり、科学技術関係予算の予算 325 億円とほとんど同額になっていることが分かる。 

 

表 5-23 「戦略的イノベーション創造プログラム」（SIP）について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SIP に先行実施された FIRST（最先端研究開発支援プログラム；Funding Program for 

World-Leading Innovative R&D on Science and Technology）、NEXT（最先端・次世代研

究開発支援プログラム； Funding Program for Next Generation World-Leading 

Researchers (NEXT Program)）を合わせて、実施期間と予算の統計量を表 5-24 で、予算

の分布を図 5-26で紹介する。FIRSTとNEXTは 2009年度から公開情報への記載が見られ、

5 年後の 2014 年度からは SIP と ImPACT（革新的研究開発推進プログラム；Impulsing 
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PAradigm Change through disruptive Technologies Program）の記載が見られる。SIP は

第 2 期として現在も続いている。 

FIRSTと ImPACTのプログラムを構成する個々のプロジェクトの予算の平均はそれぞれ

33 億円と 42 億円でほぼ同じ予算規模である。また、最大と最小とその比率は、FIRST で

50 億円、18 億円、2.8 倍、ImPACT で 50 億円、15 億円、3.3 倍でほぼ同じである。一方、

NEXT では個々のプロジェクトの予算の平均は 1.5 億円であり FIRST、NEXT に比べると

少額である。分布は最大 1.8 億円、最小 1000 万円で 18 倍の開きがあり、FIRST、NEXT

の 3 倍に比べて大きいことがわかる。 

SIP の 1 件のプロジェクトの平均予算は 7.7 億円で、最大 88 億円、最小 1000 万円、そ

の比率は 880 倍になっており、FIRST、ImPACT、NEXT とは大きく異なる幅の広い分布

になっている。 

 

表 5-24 FIRST, NEXT, ImPACT, SIP の実施期間と予算の統計量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）FIRST, ImPACT, NEXT             （b）SIP 

図 5-26 FIRST, ImPACT, NEXT, SIP の予算の分布  
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（５）SIP の記入漏れ等に関する考察 

2016 年度の「行政事業レビューに基づく科学技術予算」に記されている SIP の予算 325

億円に対して、「把握・初見とりまとめ」では、その半分の 165 億円しかなかった。一方、

府省庁、機関から出された公開情報を集めた「日本の研究.com」のデータでは、324 億円

と「行政事業レビューに基づく科学技術予算」とほとんど一致していた。これは、政府の

側も予算のデータをきちんと公開し、それを「日本の研究.com」では漏れなく記載してい

ることを示している。一方、「把握・初見とりまとめ」は各省庁でばらつきが大きく、各省

庁の判断が異なれば漏れが生じうる。そのことを本件はエビデンスとして示している。 

SIP の予算は、「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」では内閣府の管轄である

が、提案公募等で公開された情報を集積した「日本の研究.com」では、JST、農研機構、

NEDO、あるいは一部、内閣府の管轄であった。これは、SIP 全体予算は内閣府が管轄し

ており、実施方法など制度の面でも内閣府が把握したうえで、ファンディング機関にプロ

ジェクトを振り分けているためと考えられる。一部、振り分け先が決めにくいものについ

ては、内閣府が直接、公募などで公開情報を提供しているものと考えられる。 

 

（６）行政事業レビューに基づく科学技術関係予算と基金シート 

① 行政事業レビューに基づく科学技術関係予算 

今まで述べてきた科学技術予算は 2018 年 5 月に公開された「行政事業レビューに基づく

科学技術関係予算」25 である。ここには H28・29 年度、H30 年度について「行政事業レビ

ューシート対象事業」として 1000 件を超える事業について、予算とともに、機関コード、

(一般・特別)会計、使途別分類、提案公募型、競争的資金、事業内容の分類（1a1 など 8 分

類まで記載可）などの項目に事業目的、事業概要が記載されている。 

② 科学技術関係予算 

H30 年度以降、上記内容は、科学技術関係予算のサイト26 に引き継がれている。ただし、

記載項目は、事業の名称、予算額、事業内容の分類に限られ、事業目的などは記されてい

ない。必要であれば別途行政事業レビューで確認する必要がある。 

③ 行政事業レビューと基金シート 

一方、行政事業レビューのサイト27 からは、特定の年度の行政事業レビューのデータを

 
25 内閣府ホーム＞ 内閣府の政策＞ 科学技術・イノベーション 科学技術関係予算＞ 科

学技術関係予算の集計に向けた行政事業レビューシートの分類について 

https://www8.cao.go.jp/cstp/budget/2018shukei.html 
26 内閣府ホーム＞ 内閣府の政策＞ 科学技術・イノベーション＞ 科学技術関係予算 

https://www8.cao.go.jp/cstp/budget/index2.html 
27 トップ > 政策・審議会 > 予算・決算、年次報告、税制 > 行政事業レビュー 
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見ることができる。また、その年度の行政事業レビューとともに「基金シート」も見るこ

とができる。「基金シート」には、その事業の予算だけでなく目的や事業内容、計画、実施

した大学や企業の名称等を含む行政事業レビューの詳細な内容も記載されている。「基金シ

ート」の記載は、H25(2013)年度に科研費から始まっている。「革新的研究開発プログラム

（ImPACT）」も基金の対象であり、H27(2015)年度から記載されるようになっている。

ImPACT の実施期間は、H25(2013)年度から H30(2018)年度までの 6 年間であり、これを

550 億円で実施した。 

 

（７）まとめ 

① 科学技術政策の策定のために有効な資金を事業レベルで把握できる「行政事業レビュ

ーに基づく科学技術関係予算」（3.5 兆円規模）を分析した。総額は、文科省が最も多く全

体の 60%で、経産省、厚労省、内閣府が続き、4 府省で全体の 85%を占めていた。 

② 文科省と内閣府の 100 億円以上の 29 事業（予算額は全体の 59%）について、基準を決

めて分類したところ、プロジェクト予算が 29%、基盤的経費が 71%であった。また、「行政

事業レビューに基づく科学技術関係予算」3.5 兆円、1307 件の中で考えると、プロジェク

ト予算は 32%、基盤的経費は 54%であり、14%は未分類として残った。参考として

JST/CRDS の過去のデータを見るとプロジェクト予算 26%、基盤的経費 74%であった。 

③ 「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」に記載された内閣府の SIP（325 億円）

の予算に対して、「把握・初見とりまとめ」に記されたのは、内閣府ではなく JST と農研機

構であり、総額は「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」の半分で、記載漏れが

あった。一方、「日本の研究.com」とは、総額がほとんど一致していた。 

④ SIP 以外の FIRST、NEXT、ImPACT についても実施期間と予算の分布を調べた。

FIRST と NEXT は 2009 年から記載が見られ、ImPACT と SIP は 2014 年から開始されて

いる。FIRST と ImPACT は 30 億円程度の予算規模で、最大と最小が 3 倍に収まっている

が、NEXT は平均 1.5 億円の少額の予算規模で、最大と最小の比率は 18 倍であった。また、

SIP は平均 7.7 億円で、最大が 88 億円で最小の 880 倍もある幅の広い分布をもっていた。 

⑤ ImPACT は基金シートに記載されており、実算だけでなく実施した大学、企業など、

詳しい内容が記されている。  

 
https://www.mext.go.jp/a_menu/kouritsu/detail/1334066.htm 
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5.4 政策文書と予算における事業と担当省庁の分析 

（１）基本計画と白書の構成と事業・担当省庁の変遷 

政府の科学技術政策は、政策策定、予算配分、施策の実施という流れで行われる。その

内容は、科学技術基本計画、科学技術予算、白書などに記載される。図 5-27 に示すように、

予算と白書には、事業が記載され、イノベーション戦略と最新の第 6 期基本計画、および

予算、白書には担当省庁の記載がある。この章ではこれらの政策文書について、記載され

た事業、担当省庁をキーとして試行的に分析する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-27 科学技術予算や計画、戦略、白書への事業と担当省庁の記載 

 

既に図 5-13 において科学技術基本政策文書の施行時期について説明したが、文書間の構

成の関係とともに、施策項目を担当する省庁の記載も含めて図 5-28 で説明する。まず、科

学技術白書、科学技術基本計画、統合イノベーション戦略と大枠に分けて政策文書の変遷

を示す。白書は 1958 年から開始され、毎年出されている。基本計画は 1996 年に第 1 期基

本計画が開始され、5 年ごとに策定されている。科学技術イノベーション総合戦略は、2013

年から始まり、18 年に統合イノベーション戦略に名称が変更されている。 

本節では第 5 期と第 6 期の基本計画の構成を基本とし、その項目を実施する事業と担当

省庁について検討する。 

図 5-27 に示す通り、白書は事業と担当省庁との両者が記載されている。第 5 期基本計画

（2016～2020 年度）と同じ構成の白書は 2017～21 年版である。白書が基本計画より 1 年

遅れるのは、白書では前の年度に実施した内容を記述するためである。そこで、第 5 期基

本計画（2016～2020 年度）を代表する白書として、その期間では最新の 2020 年版を取り
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上げた。 

基本計画と戦略の構成の変遷は表 5-10 でも説明しているが、第 5 期基本計画（2016～

2020 年度）と同じ構成の戦略は 2016 と 2017 年度である。なお、2018 年度からの戦略は、

名称が改まったとともに構成も基本計画とは異なる新たなものとなっている。そこで、第 5

期基本計画（2016～2020 年度）の構成については、同じ構成をもつ最新の 2017 年の戦略

を用いて議論する。戦略には担当省庁の記載があるので、第 5 期基本計画の構成・項目に

従った担当省庁の情報が得られる。 

基本計画には、当初、担当省庁の記載はなかったが、第 6 期基本計画（2021～2025 年度）

で初めて担当省庁が記載されたので、戦略を用いることなく、基本計画にある担当省庁の

記載を用いる。白書については現時点で最新版の 2022 年版を用いて事業と担当省庁を分析

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-28 基本計画、戦略、白書の構成と事業・担当省庁の変遷 
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（２）第 6 期基本計画と 2022 年版白書の各章節の項目の比較  

表 5-25 は第 6 期基本計画と 2022 年版白書の各章節の項目を比較したものである。第 6

期基本計画の第 2 章 1.（１）の題名は、「サイバー空間とフィジカル空間の融合による新た

な価値の創出」であり、これを「項目」と呼び、簡単にした「サイバー空間」を略称と呼

ぶ。2022 年版の白書の各章節を構成する題名、すなわち項目も基本計画と全く同じである。 

第 2 章 1.は、「持続可能で強靭な社会」、第 2 章 2. と第 2 章 3.は「研究力の強化」、また、

第 3 章は「推進力の強化」の大項目としてまとめることができる。 

 

表 5-25 第 6 期基本計画と 2022 年版白書の各章節の項目の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

58



表 5-26 に第 6 期基本計画の各項目における 2022 年版白書に記載された事業を示す。「サ

イバー」の項目では、「ビッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤技術」、「地球規模」

では「次世代火力発電等技術開発」、「安全安心」では「安全保障技術研究推進制度」、「新

産業創出」では「【COI】研究成果展開事業（センターオブイノベーションプログラム）」、

が最も大きな事業であった。「研究力の強化」では、「【WPI 研究拠点】世界トップレベル研

究拠点プログラム」などがある。「研究力の強化」は「持続可能で強靭な社会」に比べて件

数、金額ともに少ないが、この中には科研費が含まれていないので、正確に比較するには

これらを考慮する必要がある。 

 

表 5-26 第 6 期基本計画の各項目における 2022 年版白書に記載された事業 

 

大項
目

項目
2022白書に記載された事業（2020年度事業リストを活

用）
予算（千円）

2022白書に記載された事業（2020年度事業リストを活
用）

予算（千円）

ビッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤技術 ¥2,775,000 多言語翻訳技術の高度化に関する研究開発 ¥1,400,000

次世代人工知能・ロボットの中核となるインテグレート技
術開発

¥1,700,000 AIPネットワークラボ ¥1,000,000

次世代火力発電等技術開発 ¥13,800,000 脱炭素社会実現のためのエネルギーシステム ¥2,040,000
環境研究総合推進費 ¥6,794,000 【ALCA】先端的低炭素化技術開発 ¥1,890,000

未来社会創造事業 ¥5,996,500 二酸化炭素原料化基幹化学品製造プロセス技術開発
(人工光合成プロジェクト)

¥1,680,000

安全保障技術研究推進制度 ¥12,162,000 国家レジリエンス（防災・減災）の強化 ¥2,300,000
ウイルス等感染症対策技術開発事業 ¥7,344,000 IoT 社会に対応したサイバー・フィジカル・セキュリティ ¥2,260,000
臨床研究・治験推進研究事業 ¥5,505,000 新興・再興感染症研究基盤創生事業 ¥1,525,000
【COI】研究成果展開事業（センター・オブ・イノベーション
プログラム）

¥18,096,000 【OPERA】産学共創プラットフォーム共同研究推進プログ
ラム

¥1,850,000

【A-STEP】研究成果最適展開支援プログラム ¥14,304,500 【START】大学発新産業創出プログラム ¥1,115,000
イノベーション創出強化研究推進事業 ¥5,060,000 官民による若手研究者発掘支援事業 ¥1,100,000

スマートシティ ビッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤技術 ¥2,775,000 超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開
発

¥1,840,000

高効率・高速処理を可能とするAIチップ・次世代コン
ピューティングの技術開発

¥9,500,000 ナノテクノロジープラットフォーム事業 ¥1,662,000

【SATREPS】地球規模課題対応国際科学技術協力プロ
グラム

¥4,720,000 グローバル量子暗号通信網構築のための研究開発 ¥1,440,000

革新的深海資源調査技術 ¥2,700,000 【Q-LEAP】光・量子飛躍フラッグシッププログラム ¥1,380,000
元素戦略プロジェクト ¥2,250,000

卓越研究 【WPI研究拠点】世界トップレベル研究拠点プログラム ¥4,595,000 【HFSP】ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラム ¥1,085,000
ゲノム医療実現推進プラットフォーム事業 ¥1,684,000 先端研究基盤共用促進事業 ¥1,400,000
ナショナルバイオリソースプロジェクト ¥1,524,000 臨床ゲノム情報統合データベース整備事業 ¥1,200,000

革新的HPCI構築事業 ¥1,400,000

大学改革
人材育成

資金循環

分野別戦略

司令塔

研究
力の
強化

新研究システム

推進
体制
の強
化

持続
可能
で強
靭な
社会

サイバー

地球規模

安全安心

新産業創出

社会実装
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第 6 期基本計画の各項目における担当省庁の記載数を表 5-27 に示す。基本計画の「項目」

の下層に位置する取組のなかで、担当省庁を記載している取組を「細目」とする。第 6 期

基本計画では担当省庁の主担当も明記されているので、上の段にその項目において主担当

となった細目数、下の段に関連した担当の細目数を記載した。緑色のセルは内閣官房の機

関、黄色のセルは内閣府の機関を示しており、両者を合わせて内閣関連の機関と呼ぶ。 

オレンジ色は「強靭で持続可能な社会」の項目である。濃い赤色のセルは、その項目の

トップを示す。項目のトップとなる担当省庁には内閣関連が多く、「サイバー」では IT（IT

戦略室）、「安全安心」、「スマートシティ」、「社会実装」では科技（科学技術イノベーショ

ン推進事務局）がトップである。地球規模では環境省がトップであり、新産業創出では経

産省がトップである。 

青色のセルは「研究力の強化」の項目であり、濃い青色はトップを示し、すべての項目

で文科省が他を引き離してトップであることが分かる。 

 

表 5-27 第 6 期基本計画の各項目における担当省庁の記載数 

上段：その項目において主担当となった細目数、下段：担当省庁となった細目数 

細目：担当省庁を記載している取組 

緑色のセル：内閣官房の機関、黄色のセル：内閣府の機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第6期担当省庁 合計
内閣
官房

内閣
人事

ＩＴ
地理
空間

地創 科技 知財 個人 総 外 文 経 宇宙 海洋 厚 農 国 環
関係
府省
等

主担当合計 199 3 0 11 1 1 60 4 0 4 1 76 25 0 0 2 1 2 7 1

関連担当合計 499 9 2 14 2 7 104 7 3 27 8 120 76 3 2 11 9 15 13 67

19 0 0 11 0 0 4 0 0 2 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0

76 1 1 14 1 0 8 3 3 10 2 5 11 1 0 2 1 2 1 10

16 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 1 4 0 0 0 1 1 7 0

46 0 0 0 0 0 4 0 0 2 0 7 10 0 0 0 5 4 12 2

10 2 0 0 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

43 6 0 0 0 0 11 0 0 1 1 2 3 1 1 1 0 1 0 15

18 0 0 0 0 0 3 1 0 1 0 1 12 0 0 0 0 0 0 0

31 0 0 0 0 0 7 1 0 1 0 6 15 0 0 0 0 0 0 1

14 1 0 0 0 1 10 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

50 2 0 0 0 7 12 1 0 8 2 1 9 0 0 0 0 7 0 1

25 0 0 0 1 0 15 2 0 0 1 2 3 0 0 0 0 0 0 1

69 0 0 0 1 0 19 2 0 4 3 9 10 1 1 3 2 1 0 13

39 0 0 0 0 0 7 0 0 0 0 31 1 0 0 0 0 0 0 0

83 0 1 0 0 0 17 0 0 1 0 39 6 0 0 2 1 0 0 16

13 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0

30 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 12 1 0 0 0 0 0 0 7

17 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 12 0 0 0 0 0 0 0 0

24 0 0 0 0 0 8 0 0 0 0 14 1 0 0 0 0 0 0 1

28 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 19 4 0 0 2 0 0 0 0

47 0 0 0 0 0 8 0 0 0 0 25 10 0 0 3 0 0 0 1

卓越研究

新研究システム

大学改革

人材育成

サイバー

地球規模

安全安心

新産業創出

スマートシティ

社会実装
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表 5-28 に第 6 期基本計画と 2022 年版白書の各項目における主担当省庁と事業を示す。主担

当の多い省庁を項目ごとに見ると、「持続可能で強靭な社会」では、地球規模を除き最も多い省庁

が単独でその項目の半数以上を占めていた。なお、分母はその項目の全細目数を示す。（サイバ

ー；IT 10 件/19 件、地球規模；環境省 6 件・経産省 4 件/16 件、安全安心；科技 7 件/10 件、新産

業創出；経 12 件/17 件、スマートシティ；科技 9 件/13 件、社会実装；科技 15 件/24 件）。「研究力

の強化」については、文科省が突出して多く、４項目を合わせて、文70件/94件であった。（卓越研

究；文 31 件/39 件、新研究システム；文 9 件/13 件、大学改革；文 11 件/14 件、人材育成；文 19

件/28 件）。「推進体制の強化」では資金循環；科技 3 件/7 件であった。「10 兆円規模の大学ファン

ド」については、例外的に文科省と科技とが共同で主担当省庁となっている。 

 

表 5-28 第 6 期基本計画と 2022 年版白書の各項目における主担当省庁と事業 

省庁名の後の数字はその省庁がその項目の中で主担当となった細目数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大項目 項目略称 白書における事業名 予算(千円)

ビッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤技術 ¥2,775,000

次世代人工知能・ロボットの中核となるインテグレート技術開発 ¥1,700,000

次世代火力発電等技術開発 ¥13,800,000

環境研究総合推進費 ¥6,794,000

未来社会創造事業 ¥5,996,500

脱炭素社会実現のためのエネルギーシステム ¥2,040,000

【ALCA】先端的低炭素化技術開発 ¥1,890,000

安全保障技術研究推進制度 ¥12,162,000

ウイルス等感染症対策技術開発事業 ¥7,344,000

臨床研究・治験推進研究事業 ¥5,505,000

【COI】研究成果展開事業(センター・オブ・イノベーションプログ
ラム)

¥18,096,000

【A-STEP】研究成果最適展開支援プログラム ¥14,304,500

イノベーション創出強化研究推進事業 ¥5,060,000

【OPERA】産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム ¥1,850,000

【START】大学発新産業創出プログラム ¥1,115,000

ビッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤技術 ¥2,775,000

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発 ¥1,840,000

高効率・高速処理を可能とするAIチップ・次世代コンピューティ
ングの技術開発

¥9,500,000

【SATREPS】地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム ¥4,720,000

革新的深海資源調査技術 ¥2,700,000

【WPI研究拠点】世界トップレベル研究拠点プログラム ¥4,595,000

【HFSP】ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラム ¥1,085,000

ゲノム医療実現推進プラットフォーム事業 ¥1,684,000

ナショナルバイオリソースプロジェクト ¥1,524,000

革新的HPCI構築事業 ¥1,400,000

大学改革
14

⽂ 9 科技 3

人材育成
28

⽂ 19 経 4 科技 3 厚 2

推進体制
の強化 7

資金循環
7

科技 2 経 2 ⽂ 1 環 1

科技, 文 2

科技, 文 1

外 1

研究力の
強化 94

卓越研究
39

⽂ 31 科技 7 経 1

新研究シ
ステム 13

⽂ 9 科技 4

社会実装
24

科技
15

経 3 ⽂ 2 知財 2 復 1

内閣官房 2 国 1

知財 1

新産業創
出 17

経 12 科技 3 ⽂ 1 知財 1

スマートシ
ティ 13

科技 9 総 1 内閣官房 1 地創 1

基本計画における主担当省庁

持続可能
で強靭な
社会 99

サイバー
19

ＩＴ 10 科技 5 総 3 経 1

地球規模
16

環 6 経 4 科技 2 農 2 国 1 ⽂ 1

安全安心
10

科技 7
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（３）第 5 期基本計画と 2020 年版白書および戦略 2017 の各章節の項目の比較 

ここから、第 5 期基本計画（2016～2020 年度）とその関連文書を扱う。第 5 期基本計画

の各章節の構成を 2020 年版白書および戦略 2017 と比較し、第 6 期を参考にしながら項目

と略称を決め、表 5-29 に示す。第 5 期基本計画の第 2 章はその内容から「未来の産業」と

いう第 6 期基本計画にはない略称に決めた。第 3 章の（１）は内容が広いので「エネルギ

ー食料」と「高齢化」に分けた。また、（３）と（４）をまとめて「地球規模」にした。第

4 章は大分類として「研究力の強化」で問題なく決まったが、第 5 章は「イノベーション創

出に向けた人材、知、資金の好循環」という題名のなかに、「人材」、「イノベーション創出」、

という研究に関連した語句があるので「研究力の強化」が適当と判断した。2020 年版白書、

戦略 2017 もこの構成、項目に位置付けることができる。 

 

表 5-29 第 5 期基本計画と 2020 年版白書および戦略 2017 の各章節の項目の比較 

大項
目

第5期基本計画
2020年版白書

第2部 
戦略2017 第5期基本計画における項目 略称

第２章 第２章 第２章
未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出の
取組

未来の産業

第３章 経済・社会的課題への対応
(1) 持続的な成長と地域社会の自律的な発展

第３章(1)① 第３章第１節１ 第３章(1)① エネルギー、資源、食料の安定的な確保 エネルギー食料

第３章(1)②③
第３章第 １節
2,3

第３章(1)②③
② 超高齢化・人口減少社会等に対応する持続可能な
社会の実現 ③ ものづくり・コトづくりの競争力向上

高齢化

第３章(2) 第３章第２節 第３章(2)
国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活
の実現

安全安心

第３章(3)(4)
第３章第３節,
第４節

第３章(3)(4)
(3) 地球規模課題への対応と世界の発展への貢献
(4) 国家戦略上重要なフロンティアの開拓

地球規模

第４章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化

第４章(1) 第４章第１節 第４章(1) 人材力の強化 人材力

第４章(2) 第４章第２節 第４章(2) 知の基盤の強化 知の基盤

第４章(3) 第４章第３節 第４章(3) 資金改革の強化 資金改革

第５章 第５章 第５章
イノベーション創出に向けた人材、知、資金の好循環
システムの構築

好循環システム

第６章 第６章 第６章 科学技術イノベーションと社会との関係深化

第７章 第７章 第７章 科学技術イノベーションの推進機能の強化

持続
可能
で強
靭な
社会

研究
力の
強化

推進
体制
の強
化

推進体制の強化
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表 5-30 は第 5 期基本計画の項目と同じ項目をもつ戦略 2017 において項目内の細目に記

載された担当省庁の数を示す。一つの細目に 1 件以上の省庁名が記載されているが、すべ

て計上している。内閣関連は「内閣官房」と「内閣府」に限られており、第 6 期基本計画

に見られた「科技（科学技術イノベーション事務局）」などの関係機関の記載はなく、表示

方法が第 6 期基本計画と異なっている。しかし、それを考慮しても、内閣関連には、項目

のトップとなるものは、「未来産業」の経産省との同点トップ以外には見られなかった。 

オレンジ色の「持続可能で強靭な社会」の枠の中では、「未来の産業」では内閣府と経産

省が同点トップ、「エネルギー食料」、「高齢化」では経産省が、「安全安心」では総務省が

トップであった。「地球規模」では省庁記載数が少ないが文科省と環境省が同点トップであ

る。青色の「研究力」の枠の方は全ての項目で文科省がトップであるが、そのなかの「好

循環システム」については文科省 32 件に対して経産省が 25 件とかなり迫っている。 

 

表 5-30 第 5 期基本計画の各項目における戦略 2017 記載の担当省庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大項目 第5期基本計画の項目 計
内閣

官房

内閣

府

警察

庁

総務

省

外務

省

文部

科学

省

厚生

労働

省

農林

水産

省

経済

産業

省

国土

交通

省

環境

省

防衛

省

国研

所管

府省

研究

開発

法人

所管
府省

関係

府省

計 計 1202 52 205 23 132 11 233 28 89 216 93 32 18 17 3 50

未来の産業 138 12 24 0 18 0 22 4 6 24 9 6 6 0 0 7

エネルギー食料 248 7 38 0 21 0 43 0 44 59 11 20 3 0 0 2

高齢化 231 24 40 21 36 0 25 5 0 52 28 0 0 0 0 0

安全安心 291 7 39 2 48 4 43 18 34 46 41 0 8 0 0 1

地球規模 29 0 4 0 4 0 6 0 4 1 2 6 0 0 0 2

人材力 47 0 7 0 1 2 25 0 0 6 1 0 0 3 1 1

知の基盤 26 0 3 0 0 0 15 1 1 2 0 0 0 1 0 3

資金改革 39 0 11 0 0 0 18 0 0 0 1 0 0 6 0 3

好循環システム 115 2 21 0 4 4 32 0 0 25 0 0 1 5 2 19

推進体制
の強化

推進体制の強化 38 0 18 0 0 1 4 0 0 1 0 0 0 2 0 12

持続可能
で強靭な

社会

研究力の
強化
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（４）各項目の事業・担当省庁による試行的分析 

各項目の事業・担当省庁により試行的に分析した結果を図 5-29 に示す。左側に第 6 期基

本計画の項目、右側に第 5 期基本計画の項目を並べ、両方に出現した事業をキーとして繋

げた。線の太さは事業数の多さに対応させている。 

①「持続可能で強靭な社会」の枠内での繋がり 

第 6 期基本計画の「地球規模」の項目から「次世代火力発電」、「未来社会創造事業」、

「【ALCA】先端的低炭素化技術開発」、「人口光合成プロジェクト」の 4 件の事業が、第 5

期基本計画の「エネルギー食料」の項目へ繋がっている。両者ともオレンジ色のセルで示

される「持続可能で強靭な社会」の大枠に含まれる項目である。この「持続可能で強靭な

社会」の枠のなかで繋がっている事業は 12 件で、全体 25 件のなかでも約半数と多くなっ

ている。 

②「研究力の強化」の枠内での繋がり 

青色のセルで示される「研究力の強化」の領域では、第 6 期の「新研究システム」の項

目が第 5 期の「知の基盤」の項目につながっている事業が、「ナショナルバイオリソースプ

ロジェクト」、「革新的 HPCI（ハイ・パフォーマンス・コンピュータ・インフラ）構築事業」、

「先端研究基盤共用促進」と 3 件ある。この「研究力の強化」の枠のなかで繋がっている

事業は 5 件であった。すなわち、「ナショナルバイオリソースプロジェクト」、「革新的

HPCI（ハイ・パフォーマンス・コンピュータ・インフラ）構築事業」、「先端研究基盤共

用促進事業」、「【WPI 研究拠点】世界トップレベル研究拠点プログラム」、「【HFSP】ヒューマ

ン・フロンティア・サイエンス・プログラム」の 5件である。 

以上、同じ枠のなかで事業が継承されているものは、「持続可能で強靭な社会」の枠と「研

究力の強化」の枠の両者を合わせて 17 件となり、全体 25 件の 68%となっている。 

③ 枠を超えての繋がり 

残りの 8 件は第 5 期と第 6 期で枠を超えて繋がっている事業である。項目同士でのつな

がりで特に多かったものが、第 6 期基本計画の「持続可能で強靭な社会」の枠組みの「新

産業創出」にあり、第 5 期基本計画の「研究力強化」の枠組みの「好循環システム」にあ

った 5 件の事業である。すなわち、「【COI】センターオブイノベーション」、「【A-STEP】

研究成果最適展開支援プログラム」、「イノベーション創出強化研究推進事業」、「【OPERA】

産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム」、「【START】大学発新産業創出プログ

ラム」の 5 件で、図 5-29 で最も太い線で繋がっている。 
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第 6 期基本計画の項目                      第 5 期基本計画の項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-29 第 6 期と第 5 期の項目について出現した事業をキーとして比較 

 

④ 枠を超えた事業が発生した理由について 

このように、第 5 期基本計画の「研究力の強化」の枠の「好循環システム」にあった 5

件の事業が、第 6 期基本計画では「持続可能で強靭な社会」の枠の「新産業創出」の中に

ある。第 5 期の「好循環システム」という項目は、略称であり正式な項目名は「イノベー

ション創出に向けた人材、知、資金の好循環システムの構築」である。この項目名には、「人

材」、「イノベーション創出」といった語句があり「研究力の強化」の大枠の中にあるのが

適当である。一方、「新産業創出」の正式な項目名は「価値共創型の新たな産業を創出する

基盤となるイノベーション・エコシステムの形成」であり、「産業」という語句が中心にあ

る。このことから、これら 5 件の事業の位置づけが、研究のフェーズから産業のフェーズ

へと移行しているといえる。 

⑤ 第 5 期と第 6 期で同一の略称の「安全安心」と「地球規模」 

 表 5-29 に第 5 期基本計画の「項目名」、表 5-25 に第 6 期基本計画の「項目名」が記され

ているが、両者を比較すると一語一句、同じであるものはなかった。ただし、意味が近く、

「略称」が第 5 期と第 6 期で同じであるものは、「安全安心」と「地球規模」である。第 5

期と第 6 期で同じ「略称」のなかで繋がった事業は、「安全安心」の略称における「安全保

障技術研究推進制度」だけであった。①「持続可能で強靭な社会」の枠内での繋がりのな
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かで述べているが、第 6 期の「地球規模」と第 5 期の「エネルギー・食料」との間では、「次

世代火力等技術開発」、「未来社会創造事業」、「【ALCA】先端的低炭素化技術開発」、「人工

光合成プロジェクト」の 4 件が繋がっている。 

「スマートシティ」は第 6 期で新たに現れた項目であるが、第 5 期に繋がった事業は見

当たらなかった。 

⑥ 第 6 期「社会実装」の第 5 期への繋がり 

第 6 期基本計画の中の「社会実装」は、「様々な社会課題を解決するための研究開発・社

会実装の推進と総合地の活用」という項目の幅広い内容である。これに対して、第 5 期基

本計画では以下の４件の項目が事業を介して繋がった。 

（a）「未来の産業」項目内容：「未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出の取組」

とは 2 件の事業で繋がっている。すなわち、（a-1）「高効率・高速処理を可能とする AI チ

ップ・次世代コンピューティングの技術開発」と（a-2）【Q-LEAP】光・量子飛躍フラッグ

シッププログラム、である。 

（b）「エネルギー食料」項目内容：「エネルギー、資源、食料の安定的な確保」とは 1 件の

「元素戦略プロジェクト」が対応している。 

（c）「好循環システム」項目内容：「イノベーション創出に向けた人材、知、資金の好循環

システムの構築」には【SATREPS】地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム、が繋

がっている。  

（d）「推進体制の強化」項目内容：「科学技術イノベーションと社会との関係深化」と「科

学技術イノベーションの推進機能の強化」に対しても、【SATREPS】地球規模課題対応国

際科学技術協力プログラム、が繋がっており、第 5 期では 2 か所に現れていた事業が 1 か

所にまとめられていることが分かる。 

このように第 6 期基本計画の中の「社会実装」は、項目の内容が幅広いことから、第 5

期の基本計画における 4 件という多くの項目に繋がっていることがわかった。 

⑦ 第 5 期で複数の項目に繋がった「未来社会創造事業」と「SATRAPS」 

「未来社会創造事業」は第 6 期基本計画の「地球規模」の項目から、第 5 期基本計画の

「未来の産業」と「エネルギー・食料」の２つの項目に繋がっていた。 

「SATRAPS」は第 6 期「社会実装」から第 5 期基本計画の「好循環システム」と「推進

機能の強化」に繋がっていた。すなわち、両方とも第 5 期では 2 か所にあったものが、第 6

期では 1 か所にまとめられていたことが分かる。 

⑧「SIP」、「競争的資金」、「科研費」の事業について 

図 5-29 は、項目の変遷を見る目的で事業をキーとして第 6 期と第 5 期を比較したもので

ある。すなわち 、「安全安心」といった特徴を持った項目にある事業が、どう変遷したか

を見るのが目的である。したがって、以下に示す、「SIP」、「競争的資金」といった「制度」

に含まれる個々の「事業」については、複数の章節に出現するものも多いが、それは「SIP」、

「競争的資金」が広い分野の「事業」を含むものであることに起因するものなので、図 5-29
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から除外し、「SIP」については以下の（a）、「競争的資金」については（b）に示した。ま

た、「科研費」については（c）に示した。 

（a）第 5 期基本計画の「政策の展開」の項目にある「SIP」事業 

・ビッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤技術 

・革新的深海資源調査技術 

・国家レジリエンス（防災・減災）の強化 

・IoT 社会に対応したサイバー・フィジカル・セキュリティ 

（b）第 5 期基本計画の「資金改革」の項目にある「競争的資金総括表」記載事業 

・安全保障技術研究推進制度 

・未来社会創造事業 

・イノベーション創出強化研究推進事業 

（c）科研費について 

科研費（科学研究費助成事業）の記載は、第 6 期では、「研究力の強化」の枠のなかの「卓

越研究」と「人材育成」の項目にあった。第 5 期では、「持続可能で強靭な社会」、「研究力

の強化」、「推進体制の強化」すべての枠に出現し、「未来の産業」、「高齢化」、「人材力」、「知

の基盤」、「資金改革」、「推進体制の強化」と多くの項目に出現していた。 

⑨ 担当省庁の追加 

第 6 期と第 5 期の項目の「事業」をキーとした繋がりに、「担当省庁」を加えたのが図 5-30

である。 

具体的な例として、枠を超えて「事業」が繋がっている箇所の「担当省庁」を分析する。

「事業」の繋がりにおいて、オレンジ色のセルで示された「持続可能で強靭な社会」の枠

の第 6 期の「新産業創出」から、青色のセルで示される「研究力の強化」の第 5 期の「好

循環システム」のように枠を超えて「事業」が繋がっている箇所に注目する。この繋がり

の「事業」は図 5-29 で既に示したように、以下の 5 件である。すなわち、「【COI】センタ

ーオブイノベーション」、「【A-STEP】研究成果最適展開支援プログラム」、「イノベーショ

ン創出強化研究推進事業」、「【OPERA】産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラ

ム」、「【START】大学発新産業創出プログラム」である。 

この箇所の担当省庁を見ると右側に示した第 5 期の「好循環システム」は文科省が 32 件

出現しているのに対して、経産省は 25 件で文科省の方が多い。一方、第 6 期の「新産業創

出」では、経産省が主担当 12 件、関連担当 15 件、文科省が主担当 1 件、関連担当 6 件と

経産省が文科省を大きく引き離して逆転している。すでに述べたように、「イノベーション

創出」と「新産業創出」の項目名から、「研究」のフェーズから「産業」のフェーズへの移

行を捉えてきた。ここで、担当省庁の観点からも、「文科省」から「経産省」へと「研究」

から「産業」へのフェーズの移行が裏付けられる。 
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第 6 期基本計画の項目                 第 5 期基本計画の項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-30 第 6 期と第 5 期の事業対応に担当省庁を追加 

 

⑩ 省庁による検索 

省庁の記載は、項目ごとの取組状況を議論する際に有効だと考え、担当している省庁の

名前から、それが白書のどの章節に記載されているかを検索できるシステムを「科学技術

基本政策文書検索」の新たな機能として追加した。逆に、白書の章節の構造から、そこに

ある省庁を検索できる機能も追加し、2023 年 3 月に公開した。 

 

（５）キーワードマップ 

2022 年版白書において、第６期基本計画における「持続可能で強靭な社会」についてキ

ーワードマップを出す方法を述べる。まず、適当な語句で検索し、検索結果のなかで、令

和 4 年版（2022）を選択すると、白書の目次が示される。施策編第 2 部第 2 章第 1 節が、

「国民の安全と安心を確保する持続可能で強靭な社会への変革」なので、これを選択する

と、この節の内容が示される。画面上部に「分析ツール」があるので、これを選択し、さ

らに、「キーワードマップ」を選択すれば、図 5-31（a）が得られる。 

この大枠の中の 6 つの項目、「サイバー」、「地球規模」、「安全安心」、「新産業創出」、「ス

マートシティ」、「社会実装」のキーワードマップを（b）から（g）に示した。「スマートシ
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ティ」、「スタートアップ」、「令和 3 年」などは、大枠の「持続可能で強靭な社会」でも見

ることができる。事業名としては、「地球規模」のなかに「革新的環境イノベーション戦略」

の緑の表示が見られる。そのほかにも事業について小さな表示があるが、エクセルでダウ

ンロードでき、頻度や重要度も見られるので使っていただきたい。 

 

（６） まとめ 

科学技術基本政策文書検索システムを用いて基本計画など、基本政策文書を試行的に分

析した。 

最新の基本計画と戦略には主担当の省庁が記載されているので、文科省について章節の

項目ごとに文科省の担当の項目数を調べた。さらに、人材について科学技術会議の答申 1

号まで遡って出現頻度を調べた。人材養成から人材育成に使用頻度が移動していること、

イノベーションが政策文書に現れる時期と、イノベーション人材といった語句が使用頻度

が増加する状況などが分かった。 

事業をキーとして第 5 期と第 6 期の基本計画を項目ごとに比較した。大枠では大項目ご

とに継承されている。センターオブイノベーション、成果展開 A-STEP、イノベーション創

出などの事業は、第 5 期では研究力の枠の好循環システムにあったが、第 6 期では持続可

能な社会の枠で新産業創出の項目に位置付けられていた。これは研究から産業にフェーズ

に移行したと捉えられ、担当省庁の分析からもこれが裏付けられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-31 (a) 2022 年版白書における「持続可能で強靭な社会」のキーワードマップ 
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図 5-31 (b)2022 年版白書における「持続可能で強靭な社会」の項目「サイバー」の 

キーワードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-31 (c) 2022 年版白書における「持続可能で強靭な社会」の項目「地球規模」の

キーワードマップ 
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図 5-31 (d) 2022 年版白書における「持続可能で強靭な社会」の項目「安全安心」の 

キーワードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-31 (e) 2022 年版白書における「持続可能で強靭な社会」の項目「新産業創出」

のキーワードマップ 
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図 5-31 (f) 2022 年版白書における「持続可能で強靭な社会」の項目「スマートシテ

ィ」のキーワードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-31 (g) 2022 年版白書における「持続可能で強靭な社会」の項目「社会実装」の

キーワードマップ  
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5.5 デルファイ調査検索 

前節まで NISTEP が公開している「SciREX 関連 公開データ」における「科学技術・

イノベーション白書検索」や、「科学技術・イノベーション基本計画」などの「科学技術基

本政策文書」の検索システムについて報告した。これらの「科学技術・イノベーション政

策」を推進する前の段階として、様々な人が、科学技術の進展により社会は「将来どうな

るか」について考えている。NISTEP ではこういった「科学技術に関する将来予測」につ

いて「課題」を設定し、その「課題」の「実現予測時期」などをアンケート調査する「デ

ルファイ調査」を実施している。さらにこの「デルファイ調査」の検索システムを構築し、

公開している（図 5-32）ので、ここでその内容について紹介する。 

 

（１）「デルファイ調査」と「デルファイ調査検索」について 

デルファイ調査は、科学技術の将来展望に関する予測調査で、1971 年から 5 年ごとに

11 回開催している。数千人の専門家に、課題を提示し、その実現予測時期や重要性などを

アンケート調査したものである。現在、課題数は 9782 件で、世界で最も大規模なデルファ

イ調査といわれている。NISTEP では、このデルファイ調査の結果を検索できるシステム

を「デルファイ調査検索」として構築し、2013 年 9 月から第 9 調査回までの情報を公開し

ている。その後、2017 年 3 月（10 回）、2019 年 11 月（11 回）に更新している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-32 NISTEP のデータ・情報基盤 
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（２）「デルファイ調査検索」における２種類の表示方法 

表示方法は以下の 2 種類である。ひとつは、（１）「各回の調査結果の検索・表示」であ

り、各調査回の結果をそのまま表示するもので、調査回ごとに形式は異なるが、調査した

すべての情報を表示している。一方、（２）「全調査結果からの一括検索・表示」では、ど

の調査回の項目にもある、「実現予測時期」、「分野分類」、「重要度」などを検索キーとして

検索することができる。調査回によってアンケート項目の設定が若干異なるものもあるた

め、共通化する作業を実施している。本報告では、「分野分類」と「重要度」について共通

化の作業等を紹介する。類義語も合わせて検索できる「あいまい検索」は 2013 年当初から

実施している。さらに、2019 年（11 回）にその手法を別の手法に変えたので、その違いも

紹介する。 

 

（３）デルファイ調査における分野分類 

「全調査結果からの一括検索・表示」では、全調査回を通して共通の分野分類を行って

いる。デルファイ調査における分類した具体的な分野の名称を表 5-31 にまとめた。 

 

表 5-31 デルファイ調査における分野分類  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 分野分類では、通常、大分類とさらに詳しく分けた小分類から構成されている。各調査

回における大分類の数は、かなりばらついており、第 1 回：5 分類、第 2 回：20 分類、第

3 回：15 分類、第 4 回：17 分類、第 5 回：16 分類、第 6 回：14 分類、第 7 回：16 分類、

第 8 回：13 分類、第 9 回：12 分類、第 10 回：8 分類、第 11 回：7 分類、であった。 
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2013 年に「デルファイ調査検索」を初公開したのであるが、それは、第 9 回（2010 年）

のデルファイ調査が公開された後で、第 10 回（2015 年）のデルファイ調査が検討・実施

されている時期であった。 

全調査回を通して共通の分野分類を作成するにあたり、どの調査回を基準とするかにつ

いて以下の通り考えた。当時、最新の第 9 調査回の分野分類は、文章で記述されていた。

他の調査回は、技術分野を示す単語で分野を表現していたので、第 9 調査回は基準にはな

りにくいと考えた。その前の第 8 調査回は、分類の語句に「産業基盤」、「社会基盤」、「社

会技術」といった他の調査回ではあまり使われていない、広い概念の語句が使われている

ので範囲を特定しにくいと考えてこれも基準とはしないことにした。一方、第 7 調査回は、

他の調査回でも使われている具体的な技術分野の語句で分野が示されているので、他の調

査回との照合も比較的容易であると考え、第 7 回を基準とすることとした。各調査回と比

較し、近い分野をグループ化して、共通分類を構成した。すなわち、「電子・通信・情報」

「ライフサイエンス」「保険・医療・福祉」「宇宙・地球・海洋・フロンティア」「エネルギ

ー・資源」「環境」「材料・ナノテクノロジー・製造・プロセス」「インフラ・都市・交通」

「マネジメント経営・労働」の 9 分類である。 

（４）デルファイ調査における重要度について

図 5-33 デルファイ調査における重要度の分布 

75



デルファイ調査における重要度の分布を図 5-33 に示す。第 1 回の分布は 2 つの山がはっ

きりとみられる。第 2 回以降もこの傾向は続いている。第 9 回は山が右の重要度の高い領

域にシフトしている。第 10 回はきれいな形の分布になっている。 

 これは、アンケートの質問形式が調査回ごとに違っており、重要度の導出方法が異なっ

ていることが大きな理由と考えられる。表 5-32 にデルファイ調査における各調査回の重要

度の導出方法を記した。 

 

表 5-32 デルファイ調査における各調査回の重要度の導出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）「潜在意味解析」による「あいまい検索」 

あいまい検索はデルファイ調査検索開始当初から実施している。最初は「潜在意味解析」

という手法を用いていた。ここでは類似度の計算を図 5-34 に基づいて説明する。 

「幹細胞の移植による治療法」、「がんの転移機構の解明」、の 2 つを「課題」を文書例と

した。ここに示したものは 10 文字程度の短い「課題」であるが、100 字程度の「課題」も

ある。この「課題」を語句に分解し、文書に出現した語句を 1 で表示する。この文書-語句

のマトリクスを中央に対角行列を含む 3 つのマトリクスに分解する。対角行列を特異値が

大きい順に並べ、特異値の小さなものを途中から無視するという手法をとる。計算に使っ

た有効な特異値の個数の割合を「累積寄与率」とする。こうすることにより、語句の道義

性や多義性を縮減し、より本質的な意味の構造を取り出すというのが「潜在意味解析」の

原理である。 
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図 5-34 「潜在意味解析」における類似度計算の原理 

 

 

次に、累積寄与率を変えて、「転移」の多義性が縮減する様子を図 5-35 に示す。「がんの

転移機構の解明」を潜在意味解析で類似性の高い順に課題を抽出し、「がんの転移を防ぐ有

効な手段が開発される」という類似性の高い課題を緑色で示した。一方、「常温に転移点を

もつ超電導体」という「転移」という語句はあるものの「がんの転移」とは全く関係のな

い「超電導体の転移」に関する課題をオレンジ色で示した。このように、累積寄与率を 0.5

から 0.4、0.25 と小さくするにしたがって順位は両者とも落ちてくる。特に、「超電導」の

ほうは 0.4 でもこの表から外れるほど顕著に順位を下げている。「超電導」が顕著に下がる

のは良い傾向だが、青色で示した「老化の機構が解明される」という、「がんの転移」とは

それほど関係のない課題が類似性の高い課題よりも 0.4、0.25 と累積寄与率を小さくするほ

ど上位を占めるようになっている。 
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図 5-35 「潜在意味解析」で累積寄与率を変えたときの類似度順の変化 

 

 

累積寄与率の領域をさらに拡げて、グラフ化したのが図 5-36 である。比較した課題はも

との課題「がんの転移機構の解明」と類似性の高い「がんの転移を防ぐ有効な手段」（オレ

ンジ色）と「転移」が異なる意味で使われた元の課題と全く関係のない「常温に転移点を

持つ超伝導体」（青色）である。縦軸の順位は対数軸である。このように常に類似性の高い

課題の方が上位で、0.45 から下がると「超電導」の方が下がり方が顕著であることがわか

る。 
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図 5-36 累積寄与率を変えて、「転移」の多義性が縮減する様子 

 

（５）「分散表現」による「あいまい検索」 

次に、あいまい検索に 2019 年から採用している「分散表現」について図 5-37 にしたが

って紹介する。分散表現は単語をベクトルで表現し、意味もある程度踏まえたような形で、

単語の間の距離を数値的に計算することで、あいまい検索を行う手法である。 

「がんの転移機構の解明」の課題を例にとって「分散表現」によるあいまい検索を説明

する。まず、この文を単語に分解して抽出し、「デルファイ調査」における「課題」だけで

なく、公開されている「研究概要」や「プレスリリース」などのテキストデータのなかで、

300 次元の単語ベクトルを作成する。これを要素ごとに足し合わせ、単位ベクトル化してこ

の「課題」の文章のベクトルとし、文章間の距離からあいまい検索を行う手法である。 

  

79



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-37 分散表現によるあいまい検索 

 

「がんの転移機構の解明」という課題に対して、潜在意味解析による類似性の順と、分

散表現による類似性の順を表 5-33 にしたがって比較する。 

「潜在意味解析」では「がんの転移機構の解明」に対して「がんの転移を防ぐ有効な手

段が開発される」といった近い意味のものは、オレンジ色で示すように 12 番目にきている。

「常温に転移点をもつ超電導体」というがんの転移とは全く関係のない課題が初めて登場

するのは 26 番目で、比較的上位に来ている。 

一方、「分散表現」では、「がんの転移を防ぐ有効な手段が開発される」が 18 番目で、「常

温に転移点をもつ超電導体」などのがんの転移とは全く関係のないものは上位 100 までに

は見当たらなかった。したがって、この例に限って言えば、分散表現の方が優れていると

言える。 

扱うデータについては、「潜在意味解析」の方は「デルファイ調査」だけであるのに対し、

分散表現では「研究概要」や「プレスリリース」など、公開の多くのテキスト情報が入り、

参照するデータの量がデルファイ調査よりも圧倒的に多いので、解析には有利である。一

方、参照したデータの範囲が明示できる「デルファイ調査」のようには明確ではないとい

う問題点も指摘できる。 
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表 5-33「潜在意味解析」と「分散表現」による類似性の順の比較 

 

潜在意味解析（LSA）による類似性の順     分散表現による類似性の順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）まとめ 

・「デルファイ調査検索」は、2013 年 9 月に第 9 調査回までのデータが入っているものを

Web で初めて公開した。その後、2017 年 3 月（第 10 調査回まで）、2019 年 11 月（第 11

調査回まで）にデータを更新している。 

・「あいまい検索」として 2013 年当初から採用している「潜在意味解析」と、2019 年に採

用した「分散表現」の違いを調べた。 

・「がんの転移」への「超電導の転移点」の混入は、「潜在意味解析」で確認されたが、「分

散表現」では確認されず、「分散表現」の方が優れていることが分かった。 

・扱うデータの大きさは、「潜在意味解析」では「デルファイ調査」だけであるのに対し、

「分散表現」では、語句ベクトルを決めるために「デルファイ調査」の他に「研究概要」

や「プレスリリース」などを大量のデータから情報を収集している。このことが類似性の

高い順に課題を集めることに有利に働いていると考えられる。 

一方、処理プロセスについては「潜在意味解析」は明確である一方、「分散表現」では参照

するデータの基準が不明確であるといった問題点が指摘できるだろう。 
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6. ま と め 

（１）NISTEP が公開したデータ・情報基盤構築の概観 

NISTEP の 10 年間のデータ情報基盤に関する状況を整理した。科学技術予算について

のデータ、科学技術白書などの実施した事業についての報告書、科学技術基本計画などの

政策文書、科学技術の予測など、科学技術の政策に資するデータ・情報基盤の構築状況を

記した。 

（２）関係機関ネットワーク会合の概要 
本会合は、ファンディング機関がボトムアップで集まり、政策に向けたデータ・情報の

活用について議論してきた。今回 18 回目の開催をもって終了するが、別途、ファンディン

グ機関間の会合も開催され、内閣府では本格的にデータ基盤の整備を進めるといった動き

につながっており、本会合は発展的に解消したといえよう。 

（３）科学技術・イノベーション白書検索の紹介 

「科学技術・イノベーション白書」を検索するシステムを構築し、公開した。この「科学

技術白書検索システム」を用いて「感染症」について分析することで、使用方法を紹介し

た。また、分析の結果、「感染症研究の拠点形成・ネットワーク・国際展開」の３プログラ

ムの予算推移を、白書における 「感染症」の出現頻度を比較し、予算の大小が出現頻度の

増減にかなり対応していることが分かった。コロナ関連では「新型コロナウイルス感染症」

の出現が 6 割を超えて最も多く、政府の関連予算の全体像なども検索できた。 

（４）科学技術基本政策文書検索の紹介 

「科学技術・イノベーション基本計画」や「統合イノベーション戦略」などの「科学技術

基本政策文書」を検索できるシステムを構築し、公開した。「事業」をキーとして第 5 期と

第 6 期の基本計画を項目ごとに比較し、分析した。その結果、「センターオブイノベーショ

ン」や「成果展開 A-STEP」などの事業は、第 5 期では「研究力の強化」の枠の「好循環

システム」にあったが、第 6 期では「持続可能で強靭な社会」の枠の「新産業創出」の項

目に位置付けられていた。これは「研究」から「産業」にフェーズに移行したと捉えられ、

担当省庁の分析からもこれが裏付けられた。 

（５）「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」の事業レベルの分析 

内閣府から公開されている「行政事業レビューに基づく科学技術関係予算」（3.5 兆円規

模）は、科学技術に関するすべての「事業」が記載されているので、政府の科学技術に関

する投資効果を「事業レベル」で把握することができる。ここではまず、プロジェクトな

どの「事業」の予算と位置付けられる「プロジェクト予算」と、組織に配分される「基盤

的経費」とに分類した。その結果、「プロジェクト予算」は、全体の 30％強であった。 

（６）デルファイ調査検索の紹介 

2013 年当初から採用している「潜在意味解析」と、2019 年に採用した「分散表現」の違

いを調べた。「がんの転移」への「超電導の転移点」の混入は、「潜在意味解析」で確認さ

れたが、「分散表現」では確認されず、「分散表現」の方が優れていることが分かった。 
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